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Ｏ

る小規模修繕等施設整

そ

備に係る経費の一部を

の

助成することにより、

他

入所児童の処遇向上を

　

図る
ことができました

】

。

Ａ：成果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

民

業

間保育所施設整備支援

種

事業

健康・こども部　

類

こども家庭課

01－0 ハ30201－0400 ー00 ● ○

02 基本目標

ド

２　　子育て、長寿を

ソ

楽しみ、安心していき

フ

いきと暮らせるまち
総

ト

合計画の
03 ③〈健康

根

・安心・福祉力〉その

拠

人らしく安心できる生

法

活を支援する
位置付け

令

02 2 多様な地域課

等

題に的確かつ総合的に

対

対応する地域密着のサ

象

ービスを充実する

社会

・

福祉法人の助成に関す

受

る規則及び施行規則、

益

民間保育所施設整備費

者

等補助金交付要綱

民間 事保育所、入所児童、待 業機児童

□ □ □ □

民間保

期

育所の創設等により待

間

機児童の解消を図るほ

委

か、小規模 待機児童解

託

消のための施設整備や

、

保育環境の向上のため

協

、民間
等修繕により入

働

所児童の生活環境など

【

が改善されています。

委

保育所の小規模修繕な

託

どにかかる経費の一部

：

を助成します。

入所児

3

童の生活環境等の改善

セ

が図られた保育所数 園

ク

延べ実施保育所数

6 6

・

5 5 10 5

6 5

解消さ

財

れた待機児童数 人

定員

団

増により解消された待

企

機児童数

30 90 0 0

業

260 0

30 90

①：

Ｎ

予定どおり

民間保育所

Ｐ

に対し、老朽化等によ
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上

園 修繕　5園 修繕：５

位

園 修繕：５園 修繕：５

施

園

築１か所（合築） 創

策

設：２園

小規模修繕５

へ

か所 改築：２園

移築：

の

１園

0 91,550 0

貢

0 455,692 0 0

献

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

市

0

0 72,163 3,

民

500 3,000 34

満

4,769 3,000

足

3,000

0 163,

度

713 3,500 3,

を

000 800,461

高

3,000 3,000

め

－ － －

0.00 0.7

る

5 0.68 0.65 0

方

.65 0.65 0.6

策

5

0.00 0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00 0.00

0

効

6,294 5,706

性

5,432 5,432

継

5,432 5,432

続

0 170,007 9,

に

206 8,432 80

よ

5,893 8,432

る

8,432

○ ● ○ ○ ○

成

○ ○

民間保育所の創設

果

、改築及び移転に助成

向

することにより定員拡

上

大を図るとともに、小

の

規模修繕については継

可

続実施します。

平成2

能

3年度に260人の定

性

員拡大を図るため、民

低

間保育所２園の創設（

そ

定員120人、60人

の

）、２園の改築（定員

他

50人増）及び１園の

事

移築（定員30人増）

業

に助成するとともに、

の

小規模修繕については

目

継続実施します。

待機

的

児童の解消及び入所児

､

童の保育環境等改善の

対

ため、
保育の実施主体

象

である本市の責務とし

､

て極めて優先度の
高い

内

事業であると考えてい

容

ます。

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 待機児童の解消に向

抽

けて入所定員の拡大が

出

必要です。ま
●□ た、

総

保育所の施設の老朽化

合

が進む中、入所児童の

評

安全、

■ 衛生面等の生

価

活環境の改善が必要で

市

す。 ○
□
□ 待機児童の

民

解消に向けた入所定員

ニ

の拡大が図られ、また

ー

●■ 入所児童の安全、

ズ

衛生面等の生活環境の

高

改善が図られ、

■ 民間

事

保育所における適切な

業

保育水準が確保される

目

ことか ○
□ ら有効性が

的

高いと思われます。

■

の

待機児童の解消及び入

達

所児童の処遇向上のた

成

め、事業の
●

■ 重要性

状

は高く、継続的な取組

況

のため、現行補助額の

必

維持
○

□ は妥当です。

要

○
□
■ 法人の意向及び

性

実情を十分に精査し、

市

市の計画に基づい
○

□

の

た計画事業とする必要

関

があります。
●

□
○

□

与

近年増加する待機児童

の

の解消に向け、保育所

必

新設及び増改築による

要

入所定員の拡大は必要

性

です。また、保育所の

低

施設の老朽化が
進む中

事

、入所児童の安全、衛

そ

生面等の生活環境の改

の

善は不可欠です。

創設

他

１か所・増改修繕　5
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

民間保育所に対し、創設及び増改築 民間保育所に対し、老朽化等による
等に係る経費の一部を助成すること 小規模修繕等施設整備に係る経費の
により、待機児童の解消に向けた入 一部を助成することにより、入所児
所定員の拡大を図ることができた。 童の処遇向上を図ることができまし
また、老朽化等による小規模修繕等 た。
施設整備に係る経費の一部を助成す
ることにより、入所児童の処遇向上
を図ることができた。

近年増加する保育ニーズに対

５

応する 近年増加する待

.

機児童の解消に向け
た

事

め、待機児童の状況に

業

より、入所 、保育所新

展

設及び増改築による入

開

所
定員の拡大は必要で

の

ある。また、保 定員の

経

拡大は必要です。また

緯

、保育
育所の施設の老

平

朽化が進む中、入所 所

成

の施設の老朽化が進む

1

中、入所児
児童の安全

8

、衛生面等の生活環境

年

の 童の安全、衛生面等

度

の生活環境の改
改善は

事

不可欠である。 善は不

業

可欠です。

－ 現状の規

分

模で継続 拡大して継続

平

入所定員の拡大を図る

成

ため、民間保 平成23

1

年度に260人の定員

9

拡大を図
育所1園（定

年

員120人）の創設に

度

対し るため、民間保育

事

所２園の創設（定
て助

業

成し、小規模修繕につ

分

いては継 員120人、

平

60人）、２園の改築

成

（定
続実施する。 員5

2

0人増）及び１園の移

0

築（定員30
人増）に

年

助成するとともに、小

度

規模
修繕については継

事

続実施します。

－ 実施

業

計画事業 実施計画事業

分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

公

業

立保育所施設整備事業

種

健康・こども部　こど

類

も家庭課

01－030 ハ204－010000 ー● ○

02 基本目標２　

ド

　子育て、長寿を楽し

ソ

み、安心していきいき

フ

と暮らせるまち
総合計

ト

画の
03 ③〈健康・安

根

心・福祉力〉その人ら

拠

しく安心できる生活を

法

支援する
位置付け

02

令

2 多様な地域課題に

等

的確かつ総合的に対応

対

する地域密着のサービ

象

スを充実する

入所児童・

□ □ □ □

公立保育所の

受

改修、修繕等により、

益

入所児童の生活環境な

者

どが 児童の安全や保育

事

環境向上のため、老朽

業

化した保育園園舎の改

期

改善されています。 修

間

や小規模修繕などを実

委

施します。

入所児童の

託

生活環境等の改善が図

、

られた保育所数 園

改修

協

・修繕等の工事に対す

働

る保護者への説明を行

【

った保育所数

10 10

委

10 10 10 10

10

託

10

予定した改善等が

：

図られた箇所数 箇所

入

3

所児童の生活環境等の

セ

改善が図れた保育所数

ク

6 8 10 10 10 10

・

8 10

①：予定どおり

財

年度当初に予定してい

団

た修繕を行ったことに

企

より、児童の安全や保

業

育環境の向上を図るこ

Ｎ

とができました。

Ａ：

Ｐ

成果があがった
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上

9 0 0 0 0

0 12,6

位

64 8,655 26,

施

232 42,706 2

策

1,950 6,950

へ

0 12,664 8,7

の

54 26,232 42

貢

,706 21,950

献

6,950

－ － －

0.

高

00 1.35 1.28

市

1.58 1.58 1.

民

58 1.58

0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00 0.00

度

0.00

0 11,32

を

8 10,741 13,

高

203 13,203 1

め

3,203 13,20

る

3

0 23,992 19

方

,495 39,435

策

55,909 35,1

業

53 20,153

● ○

有

○ ○ ○ ○ ○

児童の安全

効

や保育環境向上のため

性

、老朽化したテラス等

継

の改修を実施します。

続

児童の安全や保育環境

に

向上のため、引き続き

よ

老朽化したテラス等の

る

改修を実施します。

入

成

所児童の生活環境の改

果

善と安全性の確保のた

向

め経年老
朽化した施設

上

、備品について早急な

の

修繕を実施します。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 核家族化の進行、女

抽

性の社会進出の増大と

出

就労形態の多
●□ 様化

総

などにより、保育ニー

合

ズが高まっていること

評

から、

□ 必要性は高い

価

と思われます。 ○
□
□

市

入所児童の生活環境等

民

の改善を行うで満足度

ニ

が高まり、
●■ 有効性

ー

は高いと思われます。

ズ

■ ○
□
■ 入所児童の生

高

活環境等の改善に必要

事

な修繕は、事業の目
●

業

□ 的を達成するために

目

は妥当性が高いと思わ

的

れます。
○

□
○

□
□ 経

の

年老朽化による修繕等

達

が見込まれますが、保

成

育施設の
○

□ 安全性の

状

確保を効率的に行う必

況

要があります。
●

□
○

必

■

入所児童の増加や、

要

施設の経年老朽化によ

性

る修繕等が必要とされ

市

ています。

各園補修、

の

金田：各園補修、須賀

関

：耐震診断（神田、園

与

庭補修（４園）園庭補

の

修（２園）遊具改修（

必

２園）

直接給水改修 耐

要

震診断 金田、南原、吉

性

沢テラス補修（１園な

低

どの各園補修 などの各

事

園補修

） ）などの各園

そ

補修

各園補修

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 9
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

年度当初に予定していた修繕を行っ 年度当初に予定していた修繕を行っ
たことにより、児童の安全や保育環 たことにより、児童の安全や保育環
境の向上を図ることができた。 境の向上を図ることができました。

入所児童の増加や施設の経年老朽化 入所児童の増加や、施設の経年老朽
による修繕料等が要される。 化による修繕等が必要とされていま

す。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継続

耐震診断が未実施の６園について一 児童の安全や保育環境向

５

上のため、
括診断する

.

とともに須賀保育園の

事

改 引き続き老朽化した

業

テラス等の改修
修工事

展

を実施する。 を実施し

開

ます。

－ 実施計画事業

の

実施計画事業

経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

子育て中の保護者のニ

そ

ーズ
に応えることがで

の

きました。

Ａ：成果が

他

あがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

特

業

別保育事業

健康・

種

こども部　こども家庭

類

課

01－030201 ハ－050000 ○ ●

0

ー

2 基本目標２　　子育

ド

て、長寿を楽しみ、安

ソ

心していきいきと暮ら

フ

せるまち
総合計画の

0

ト

3 ③〈健康・安心・福

根

祉力〉その人らしく安

拠

心できる生活を支援す

法

る
位置付け

02 2 多

令

様な地域課題に的確か

等

つ総合的に対応する地

対

域密着のサービスを充

象

実する

子育て中の保護・ 者、就学前児童

□ □ □

受

□ 民間保育園

子育て中

益

の保護者の多様な保育

者

ニーズに対応し、子育

事

て家庭が 多様な保育ニ

業

ーズに応えるため、一

期

時保育、特定保育、延

間

長保
支えられています

委

。 育、休日保育や病後

託

児保育などを実施しま

、

す。

実施保育所 箇所

延

協

べ実施保育所数

54 5

働

5 55 55 57 57

5

【

5 57

利用児童数 人

延

委

長・特定・一時・休日

託

保育を利用している児

：

童数

100,000 1

3

03,000 105,

セ

000 105,000

ク

105,500 106

・

,000

99,989

財

98,382

①：予定

団

どおり

一時保育18園

企

、特定保育７園、休日

業

保育１園、延長保育3

Ｎ

1園などの特別保育を

Ｐ

実施したことにより、
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上

施

1施設、病後児保 設

位

設

育：1施設

0 75,

施

780 0 69,859

策

90,740 100,

へ

376 100,376

の

0 18,693 17,

貢

814 19,338 2

献

0,881 23,86

高

4 23,864

0 0 0

市

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

民

0

0 62,970 13

満

5,697 70,98

足

8 56,716 61,

度

803 61,803

0

を

157,443 153

高

,511 160,18

め

5 168,337 18

る

6,043 186,0

方

43

－ － －

0.00 5

策

.85 5.98 5.9

業

8 5.98 5.98 5

有

.98

0.00 0.0

効

0 0.00 0.00 0

性

.00 0.00 0.0

継

0

0 49,088 50

続

,179 49,969

に

49,969 49,9

よ

69 49,969

0 2

る

06,531 203,

成

690 210,154

果

218,306 236

向

,012 236,01

上

2

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

特別

の

保育を引き続き実施す

可

るとともに、新たに病

能

後児保育を実施します

性

。

医師会との調整、設

低

置場所の選定、運営方

そ

法、運営費などを決定

の

する必要があります。

他

多様な保育ニーズに応

事

えるための一時保育、

業

特定保育、
延長保育、

の

休日保育については、

目

計画どおり実施できた

的

ことから、今後は、病

､

後児保育を実施します

対

。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 核家族化の進行、女

抽

性の社会進出の増大と

出

就労形態の多
●□ 様化

総

により、多種多様な保

合

育形態への要請等が高

評

まって

□ おり、必要性

価

は高いと思われます。

市

○
□
□ 一時保育、特定

民

保育、休日保育、延長

ニ

保育を実施するこ
●■

ー

とにより、多様な保育

ズ

ニーズを満たすことが

高

できるため

■ 、有効性

事

は高いと思われます。

業

○
□
■ 子育て中の保護

目

者の多様な保育ニーズ

的

に対応し、子育て
●

□

の

家庭を支えていること

達

から、事業の目的を達

成

成するのに
○

□ 妥当で

状

あると考えられます。

況

○
□
■ 子育て中の保護

必

者の多様な保育ニーズ

要

に対応するため、
○

□

性

保育施設の安全性の確

市

保、保育士の適正配置

の

などを行う
●

□ ことに

関

より効率性を高めてい

与

きます。
○

□

病後児保

の

育の実施が課題です。

必

一時18、特定10、

要

特別保育の実施 特別保

性

育の実施 特別保育の実

低

施、特別保育の実施、

事

特別保育の実施、

休日

そ

1、延長30園 病後児

の

保育工事：病後児保育

他

：1施 病後児保育：1
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

一時保育１８園、特定保育６園、休 一時保育18園、特定保育７園、休日
日保育１園、延長保育３０園で実施 保育１園、延長保育31園などの特別
したことにより、利用児童数が増加 保育を実施したことにより、子育て
し、子育て中の保護者のニーズに応 中の保護者のニーズに応えることが
えることができた。 できました。

病後児保育の実施が課題である。 病後児保育の実施が課題です。

－ 現状の規模で継続 拡大して継続

医師会との調整、設置場所

５

の選定、 医師会との調

.

整、設置場所の選定、

事

運営方法、運営費など

業

を決定する必 運営方法

展

、運営費などを決定す

開

る必
要がある。 要があ

の

ります。

－ 実施計画事

経

業 実施計画事業

緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

5,000 45,00

そ

0 45,000 45,

の

000

35,411 3

他

4,915

②：若干遅

　

れている

つどいの広場

】

を１ケ所創設すること

【

ができなかったため。

協

子育て支援センター事

働

業及びつどいの広場事

：

業を実施したことによ

】

り、子育てに不安や疑

目

問をもっている子育て

的

中の親に対して
相談・

・

援助ができました。
　

目

Ｂ：おおむね成果があ

標

がった

事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

地

業

域子育て支援推進事業

種

健康・こども部　こど

類

も家庭課

01－030 ハ201－070000 ー○ ●

02 基本目標２　

ド

　子育て、長寿を楽し

ソ

み、安心していきいき

フ

と暮らせるまち
総合計

ト

画の
03 ③〈健康・安

根

心・福祉力〉その人ら

拠

しく安心できる生活を

法

支援する
位置付け

02

令

2 多様な地域課題に

等

的確かつ総合的に対応

対

する地域密着のサービ

象

スを充実する

児童福祉

・

法第２１条の８、次世

受

代育成支援対策推進法

益

第４条、少子化社会対

者

策基本法第４条

地域の 事子育て家庭、中高生、 業地域住民（高齢者）

■

期

□ □ □

子育て家庭に対

間

して、親子の気軽な交

委

流の場や機会を提供す

託

る 地域の子育て家庭に

、

対する育児支援を行う

協

ため、子育て支援セ
こ

働

となどにより、育児不

【

安を解消し、精神的な

委

安心感がもたら ンター

託

事業やつどいの広場事

：

業を推進します。また

3

、地域で行
されていま

セ

す。 う子育て支援活動

ク

などに保育士などを派

・

遣します。

実施施設数

財

箇所

子育て支援センタ

団

ー及びつどいの広場の

企

箇所数の合計

2 3 2 4

業

4 4

2 2

利用者数 人

延

Ｎ

べ利用者数  

36,

Ｐ

500 39,500 3



62

上

12,343 12,3

位

43 12,343

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 11,951 1

へ

4,066 16,12

の

0 39,932 30,

貢

382 30,382

0

献

18,174 20,0

高

39 22,657 52

市

,275 42,725

民

42,725

－ － －

0

満

.00 0.75 0.6

足

8 0.78 0.78 0

度

.78 0.78

0.0

を

0 0.50 0.50 0

高

.00 0.00 0.0

め

0 0.00

0 8,00

る

8 7,421 6,51

方

8 6,518 6,51

策

8 6,518

0 26,

業

182 27,460 2

有

9,175 58,79

効

3 49,243 49,

性

243

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

継

子育て家庭の育児不安

続

等について子育ての相

に

談対応・情報の提供、

よ

親子が気軽に集う場所

る

としての支援センター

成

及びつどいの広
場の利

果

用者が増加、他の地域

向

にも必要性が増してい

上

るため、つどいの広場

の

を増設します。

需要に

可

対応するため、つどい

能

の広場を増設していき

性

ます。

子育て支援セン

低

ター、つどいの広場に

そ

おいて提供してい
る親

の

子、親同士の交流の場

他

については、ニーズが

事

非常に
高く、地域の拠

業

点としてのつどいの広

の

場を増設すること
で対

目

応します。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 子育て支援に対する

抽

市民ニーズは高く、子

出

育て家庭のニ
●□ ーズ

総

を的確に捉え、ニーズ

合

に適応した事業運営を

評

行うこ

□ とが必要です

価

。 ○
□
□ 子育て家庭の

市

ニーズに適応した子育

民

て支援を行い、安心
●

ニ

■ して子どもを産み育

ー

てられる事業運営を行

ズ

っています。

■ 事業の

高

継続により、より多く

事

の子育て中の親子の満

業

足が ○
□ 高まっている

目

ことから、有効性は高

的

いと思われます。

■ 子

の

育て家庭のニーズに適

達

応した子育て支援を行

成

うことは
●

□ 、事業の

状

目的を達成するために

況

妥当性が高いと思われ

必

ま
○

□ す。
○

□
□ つど

要

いの広場を増設し、更

性

に効率性を高めていく

市

必要が
○

□ あります。

の

●
■

○
□

子育て家庭の

関

ニーズに適した子育て

与

支援を行うため、つど

の

いの広場を増設します

必

。

子育てアドバイザ支

要

援の実施 支援の実施 支

性

援の実施、つど支援の

低

実施 支援の実施

ー、サ

事

ロン、情報 いの広場：

そ

２新設

提供など

0 0 0

の

0 0 0 0

0 6,223

他

5,973 6,537
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ②：若干遅れている

子育て支援センター事業及びつどい 子育て支援センター事業及びつどい
の広場事業を実施したことにより、 の広場事業を実施したことにより、
子育てに不安や疑問をもっている子 子育てに不安や疑問をもっている子
育て中の親に対して相談・援助がで 育て中の親に対して相談・援助がで
きた。 きました。
　 　

子育て家庭のニーズに適した子育て 子育て家庭のニーズに適した子育て
支援を行うため、つどいの広場の増 支援を行うため、つ

５

どいの広場を増
設をす

.

る。 設します。

－ 現状

事

の規模で継続 拡大して

業

継続

需要に対応するた

展

め、つどいの広場 需要

開

に対応するため、つど

の

いの広場
を増設してい

経

く。 を増設していきま

緯

す。

－ 実施計画事業 実

平

施計画事業

成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

び依頼会員の合計

49

そ

0 600 750 750

の

750 750

587 7

他

27

①：予定どおり

地

　

域の人たちが助け合っ

】

て、一時的、臨時的に

【

育児援助活動の支援を

協

するファミリーサポー

働

ト事業を実施したこと

：

により、仕事
と育児の

】

両立など子育てがしや

目

すい環境づくりを推進

的

することができました

・

。
会員数：依頼会員5

目

36名、支援会員21

標

4名、両方会員23名

事

活動件数：2,743

業

件

Ａ：成果があがった

の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

フ

業

ァミリーサポート事業

種

健康・こども部　こど

類

も家庭課

01－030 ハ201－060000 ー○ ●

02 基本目標２　

ド

　子育て、長寿を楽し

ソ

み、安心していきいき

フ

と暮らせるまち
総合計

ト

画の
03 ③〈健康・安

根

心・福祉力〉その人ら

拠

しく安心できる生活を

法

支援する
位置付け

02

令

2 多様な地域課題に

等

的確かつ総合的に対応

対

する地域密着のサービ

象

スを充実する

児童福祉

・

法第２１条の８、次世

受

代育成支援対策推進法

益

第４条、少子化社会対

者

策基本第４条

市民

■ □

事

□ □ 地域住民

子育て家

業

庭と地域の人が、互い

期

に信頼し合い助け合い

間

のできる 仕事と育児の

委

両立など、子育てしや

託

すい環境をつくるため

、

、地
関係を広めていく

協

ことで、子育てしやす

働

い環境がつくられてい

【

域の人たちが助け合い

委

、一時的・臨時的な育

託

児援助活動を行う
ます

：

。 ファミリー・サポー

3

ト・センターを運営し

セ

ます。

活動件数 件

支援

ク

会員が活動した件数

1

・

,500 2,350 2

財

,800 2,800 2

団

,800 2,800

2

企

,312 2,743

登

業

録会員数 人

ファミリー

Ｎ

・サポート・センター

Ｐ

に登録する支援会員及



59

上

かり、送迎、産預かり

位

、送迎、産預かり、送

施

迎、産預かり、送迎、

策

産預かり、送迎、産

後

へ

一箇月以内の家後一箇

の

月以内の家後一箇月以

貢

内の家後一箇月以内の

献

家後一箇月以内の家後

高

一箇月以内の家

事援助

市

等 事援助等 事援助等 事

民

援助等 事援助等 事援助

満

等

0 2,291 0 2,

足

652 3,552 3,

度

552 3,552

0 0

を

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

め

5,237 7,319

る

5,748 7,647

方

7,647 7,647

策

0 7,528 7,31

業

9 8,400 11,1

有

99 11,199 11

効

,199

－ － －

0.0

性

0 0.70 0.54 0

継

.53 0.53 0.5

続

3 0.53

0.00 0

に

.15 0.15 0.0

よ

0 0.00 0.00 0

る

.00

0 6,389 5

成

,046 4,429 4

果

,429 4,429 4

向

,429

0 13,91

上

7 12,365 12,

の

829 15,628 1

可

5,628 15,62

能

8

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

多様

性

化、複雑化する保育需

低

要に対応するため、よ

そ

り一層事業を充実しま

の

す。

積極的なＰＲ活動

他

を行うことにより、支

事

援会員の数を増やしま

業

す。

より多くのサポー

の

ト会員を確保するとと

目

もに、支援を必
要とし

的

ている子育て中の親に

､

対して積極的に事業の

対

周知
を図り、必要なと

象

きに必要な支援が受け

､

られるよう事業
を推進

内

します。安心して子育

容

てできる環境整備は重

分

要課
題です。

高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 核家族化が進んでい

抽

る中、子育てをしてい

出

る家庭と地域
●□ の人

総

が、互いに信頼し合い

合

、助け合いのできる関

評

係を広

□ めていくこと

価

で、子育てしやすい環

市

境づくりが求められ ○

民

□ ていることから、必

ニ

要性は高いと思われま

ー

す。

□ 仕事と育児の両

ズ

立などの子育てがしや

高

すい環境づくりの
●■

事

ため、地域の人たちが

業

助け合って、一時的、

目

臨時的に育

■ 児援助活

的

動の支援をすることは

の

、市民満足度を高める

達

た ○
□ めに有効です。

成

■ 子育て家庭のニーズ

状

に適した子育て支援を

況

行うことは、
●

□ 事業

必

の目的を達成するため

要

に妥当性が高いと思わ

性

れます
○

□ 。
○

□
□ 支

市

援会員を増加し、更に

の

効率性を高めていきま

関

す。
○

□
●

■
○

□

依頼

与

会員の数に対して、支

の

援会員の数が少ないこ

必

とから、なかなか条件

要

に合う支援会員の方が

性

見つからず、預けたい

低

時に預けら
れない場合

事

があるため、今後いか

そ

に支援会員の数を増や

の

していくかが課題です

他

。

預かり、送迎、産預
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

地域の人たちが助け合って、一時的 地域の人たちが助け合って、一時的
、臨時的に育児援助活動の支援をす 、臨時的に育児援助活動の支援をす
るファミリーサポート事業を実施し るファミリーサポート事業を実施し
たことにより、仕事と育児の両立な たことにより、仕事と育児の両立な
ど子育てがしやすい環境づくりを推 ど子育てがしやすい環境づくりを推
進することができた。 進することができました。
会員数：依頼会員４０９　支援会員 会員数

５

：依頼会員536名、

.

支援会員2
１７８名　

事

　　活動件数：２，３

業

１ 14名、両方会員2

展

3名
２件 活動件数：2

開

,743件

依頼会員の

の

数に対して、支援会員

経

の 依頼会員の数に対し

緯

て、支援会員の
数が少

平

なく、なかなか条件に

成

合う支 数が少ないこと

1

から、なかなか条件
援

8

会員の方が見つからず

年

、預けたい に合う支援

度

会員の方が見つからず

事

、
時に預けられない場

業

合があるため、 預けた

分

い時に預けられない場

平

合があ
今後いかに支援

成

会員の数を増やして る

1

ため、今後いかに支援

9

会員の数を
いくかが課

年

題である。 増やしてい

度

くかが課題です。

－ 現

事

状の規模で継続 拡大し

業

て継続

積極的なＰＲ活

分

動を行うことにより 積

平

極的なＰＲ活動を行う

成

ことにより
、会員の拡

2

大を図り、多様化、複

0

雑 、支援会員の数を増

年

やします。
化する保育

度

需要に対応する。

－ 実

事

施計画事業 実施計画事

業

業

分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

１年間に診療を受けた

そ

件数

256,200 2

の

56,200 340,

他

000 357,000

　

364,000 371

】

,000

240,62

【

8 245,611

①：

協

予定どおり

診療件数2

働

45,611件で医療

：

扶助費453,477

】

,562円を支出した

目

ことにより、小児の健

的

全な育成を支援するこ

・

とができました。また

目

、
助成対象を拡大する

標

ための条例改正を行い

事

ました。

Ａ：成果があ

業

がった

の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

小

業

児医療費助成事業

健康

種

・こども部　こども家

類

庭課

01－03020 ハ1－130000 ○ ●ー

02 基本目標２　　子

ド

育て、長寿を楽しみ、

ソ

安心していきいきと暮

フ

らせるまち
総合計画の

ト

03 ③〈健康・安心・

根

福祉力〉その人らしく

拠

安心できる生活を支援

法

する
位置付け

02 2 

令

多様な地域課題に的確

等

かつ総合的に対応する

対

地域密着のサービスを

象

充実する

平塚市小児の

・

医療費の助成に関する

受

条例

通院小学校３年ま益 で、入院中学校卒業ま者 で

□ □ □ □

小児にかか

事

る医療費の一部を助成

業

することにより、その

期

健全な 小児の健全な育

間

成を支援し、健康の増

委

進を図るため、通院（

託

小
育成を支援し、健康

、

増進が図られています

協

。 学校３年まで）、入

働

院（中学校卒業まで）

【

時の医療費を助成し
ま

委

す。また、未就学児は

託

所得制限なしで医療費

：

を助成します。

医療証

3

発行者数 人

医療証発行

セ

者数は、年度末の人数

ク

(平成21年4月に対

・

象者の拡大がありまし

財

た)

14,300 14

団

,300 21,400

企

21,200 21,0

業

00 20,800

14

Ｎ

,055 14,020

Ｐ

受診件数 件

受診件数は
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上

,311 487,12

位

2 519,775 51

施

9,775 519,7

策

75

0 548,526

へ

476,837 629

の

,267 661,92

貢

0 661,920 66

献

1,920

－ － －

0.

高

00 1.75 1.75

市

2.65 2.65 2.

民

65 2.65

0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00 0.00

度

0.00

0 14,68

を

5 14,685 22,

高

144 22,144 2

め

2,144 22,14

る

4

0 563,211 4

方

91,522 651,

策

411 684,064

業

684,064 684

有

,064

● ○ ○ ○ ○ ○

効

○

平成21年4月の制

性

度改正により助成対象

継

を拡大したので平成2

続

2年度は同等の事業規

に

模で継続します。ただ

よ

し医療扶助費等の経費

る

が2ヶ月遅れの支出の

成

ため平成22年度予算

果

は増加します。

新シス

向

テムへの円滑な移行に

上

より効率的な業務運営

の

を図ります。

助成対象

可

拡大による事務量増加

能

に対し、効率的な業務

性

運
営を図る必要があり

低

ます。なお、平成21

そ

年４月の制度改
正によ

の

り助成対象を拡大した

他

ことから、今後は事務

事

事業
として着実に推進

業

します。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 小児の健全な育成を

抽

支援し、市民ニーズの

出

高い事業であ
●□ るこ

総

とから、必要性は高い

合

と思われます。

□ ○
□

評

□ 医療費を助成するこ

価

とにより小児の健康増

市

進が図られる
●■ ため

民

、市民満足度を高める

ニ

上で有効性の高い事業

ー

です。

□ ○
□
□ 一部負

ズ

担金の導入は制度の趣

高

旨を踏まえ現行どおり

事

とす
●

■ るなど、受益

業

者負担の面から妥当性

目

は高いと思われます
○

的

□ 。
○

□
■ 業務プロセ

の

ス改善のため新しいシ

達

ステム導入を検討しま

成

○
□ した。

●
□

○
□

業

状

務効率化のため新しい

況

システム導入を行なう

必

必要があります。

通院

要

、入院時の医通院、入

性

院時の医通院、入院時

市

の医通院、入院時の医

の

通院、入院時の医通院

関

、入院時の医

療費の助

与

成 療費の助成 療費の助

の

成 療費の助成 療費の助

必

成 療費の助成

0 0 0 0

要

0 0 0

0 87,188

性

117,526 142

低

,145 142,14

事

5 142,145 14

そ

2,145

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

他

461,338 359
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

診療件数 240,628件で医療扶助費 5 診療件数245,611件で医療扶助費453
24,856,649円を支出したことにより ,477,562円を支出したことにより、
、小児の健全な育成を支援すること 小児の健全な育成を支援することが
ができた。 できました。また、助成対象を拡大

するための条例改正を行いました。

小児の健全な育成を支援するため医 業務効率化のため新しいシステム導
療費の助成対象を拡大するなど、事 入

５

を行なう必要がありま

.

す。
業効果を高めるた

事

めの制度の見直し
が必

業

要となる。

－ 拡大して

展

継続 現状の規模で継続

開

平成20年度の医療制

の

度改正や県補助 新シス

経

テムへの円滑な移行に

緯

より効
制度の拡大など

平

についてコストへの 率

成

的な業務運営を図りま

1

す。
影響を検証し、経

8

費を考慮した有効
性の

年

ある制度にするための

度

見直しを
行う。

－ 実施

事

計画事業 事務事業

業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

おり

妊婦健診を２回か

そ

ら５回に回数を増やし

の

、妊婦の費用負担を軽

他

減しました。また、生

　

後４か月までに訪問す

】

ることにより、出産
後

【

早期に育児支援及び子

協

育てに関する情報提供

働

を実施するとともに、

：

改定第２次母子保健計

】

画の見直しを行い、母

目

子保健事業の
充実を図

的

ることができました。

・

Ａ：成果があがった

目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

母

業

子保健事業

健康・こど

種

も部　健康課

01－0 類40102－0100 ハ00 ○ ●

02 基本目標

ー

２　　子育て、長寿を

ド

楽しみ、安心していき

ソ

いきと暮らせるまち
総

フ

合計画の
03 ③〈健康

ト

・安心・福祉力〉その

根

人らしく安心できる生

拠

活を支援する
位置付け

法

02 2 多様な地域課

令

題に的確かつ総合的に

等

対応する地域密着のサ

対

ービスを充実する

母子

象

保健法

小児、保護者

□

・

□ □ ■ 医師、市民

安心

受

で快適なお産や育児が

益

でき、生活の質が向上

者

しています。 妊娠・出

事

産に対する不安解消の

業

ため、健診などによる

期

母子に優
しい環境づく

間

りや産後における「こ

委

んにちは赤ちゃん」事

託

業な
ど、安心して生み

、

、ゆとりをもって健や

協

かに育てられるよう支

働

援をします。

アンケー

【

ト調査実施回数 回数

各

委

事業等年１回程度実施

託

12 12 12 12 12

：

12

12 12

妊婦健診

3

、乳幼児健診の各受診

セ

率 ％

受診者数÷対象者

ク

数×100

90 91 9

・

1 91 91 91

90.

財

1 90

健診・教室・相

団

談での満足度 ％

受診者

企

及び受講者等を対象と

業

したアンケート調査

8

Ｎ

0 80 80 80 80 8

Ｐ

0

80 80

①：予定ど
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上

54 96 216 216

位

216 216

0 101

施

,579 163,24

策

3 160,333 16

へ

0,333 160,3

の

33 160,333

0

貢

107,386 163

献

,493 201,71

高

7 201,717 20

市

1,717 201,7

民

17

－ － －

0.00 1

満

2.95 12.95 1

足

2.20 12.20 1

度

2.20 12.20

0

を

.00 0.00 0.0

高

0 0.00 0.00 0

め

.00 0.00

0 10

る

8,664 108,6

方

64 101,944 1

策

01,944 101,

業

944 101,944

有

0 216,050 27

効

2,157 303,6

性

61 303,661 3

継

03,661 303,

続

661

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

に

現状の事業の更なる充

よ

実を図ります。

施設の

る

特性をいかした、各母

成

子健診、母子教室、母

果

子相談事業の見直しを

向

行います。

母子保健法

上

に基づく事業の推進で

の

あるとともに、超少子

可

化対策にかかる妊婦の

能

経済負担の軽減等の施

性

策は、
今後も継続して

低

実施することが重要で

そ

あると考えます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 母子保健法に基づく

抽

事業であり、必要性が

出

あります。
●□

■ ○
□

総

□ 母子の健康を守るた

合

め、また乳児から幼児

評

までの継続的
●■ に事

価

業を推進するために有

市

効です。

■ ○
□
■ 臨時

民

職員や嘱託職員対応で

ニ

業務を行っている部分

ー

もあり
○

□ 、今後、事

ズ

業拡大があった場合人

高

員配置など検討を要し

事

●
■ ます。

○
□
■ 一部

業

事業の委託も考えるこ

目

とも必要です。
○

□
●

的

■
○

□

母子保健事業の

の

土・日曜日開催の対応

達

を含めて、事業の充実

成

を図る必要があります

状

。

健康診査、健康教健

況

康診査、健康教健康診

必

査、健康教健康診査事

要

業、健健康診査事業、

性

健健康診査事業、健

育

市

・相談事業、訪育・相

の

談事業、訪育・相談事

関

業、訪康教育・相談等

与

事康教育・相談等事康

の

教育・相談等事

問事業

必

等 問事業等 問事業等 業

要

業 業

0 5,753 0 1

性

0,118 10,11

低

8 10,118 10,

事

118

0 0 154 31

そ

,050 31,050

の

31,050 31,0

他

50

0 0 0 0 0 0 0

0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

７月より「こんにちは赤ちゃん」事 妊婦健診を２回から５回に回数を増
業を実施し、生後４箇月になる前日 やし、妊婦の費用負担を軽減しまし
までに訪問することにより、出産後 た。また、生後４か月までに訪問す
早期に育児支援及び子育てに関する ることにより、出産後早期に育児支
情報提供を実施するとともに、改正 援及び子育てに関する情報提供を実
第２次母子保健計画の見直しを行い 施するとともに、改定第２次母子保
、母子保健事業の充

５

実を図ることが 健計画

.

の見直しを行い、母子

事

保健事
できた。 業の充

業

実を図ることができま

展

した。

母子保健事業の

開

土日曜日開催の対応 母

の

子保健事業の土・日曜

経

日開催の対
を含めて、

緯

事業の充実を図ってい

平

く 応を含めて、事業の

成

充実を図る必要
。 があ

1

ります。

－ 現状の規模

8

で継続 現状の規模で継

年

続

施設の特性をいかし

度

た、各母子健診 施設の

事

特性をいかした、各母

業

子健診
、母子教室、母

分

子相談事業の見直し 、

平

母子教室、母子相談事

成

業の見直し
を行う。 を

1

行います。

－ 実施計画

9

事業 実施計画事業

年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ



16

Ｏ

5 158 140 141

そ

142 143

141 1

の

35

老人クラブ加入者

他

数 人

単位老人クラブ加

　

入者数

8,410 8,

】

920 8,000 8,

【

050 8,100 8,

協

150

8,194 7,

働

729

①：予定どおり

：

平塚市老人クラブ連合

】

会及び単位老人クラブ

目

に対して助成し、生き

的

がいと健康づくり事業

・

により「料理教室」「

目

音楽教室」など
の事業

標

を行い、高齢者の社会

事

参加、生きがい、健康

業

づくりに寄与しました

の

。

Ｂ：おおむね成果が

概

あがった

要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

老

業

人クラブ育成事業

福祉

種

部　高齢福祉課

01－ 類030103－030 ハ000 ○ ●

02 基本目

ー

標２　　子育て、長寿

ド

を楽しみ、安心してい

ソ

きいきと暮らせるまち

フ

総合計画の
03 ③〈健

ト

康・安心・福祉力〉そ

根

の人らしく安心できる

拠

生活を支援する
位置付

法

け
02 2 多様な地域

令

課題に的確かつ総合的

等

に対応する地域密着の

対

サービスを充実する

平

象

塚市老人クラブ育成事

・

業補助金交付要綱

市民受 （おおむね６０歳以上益 の高齢者）

□ □ □ ■

高

者

齢者の生きがいと健康

事

づくりを推進し、社会

業

参加を促進する 高齢者

期

の生きがいと健康づく

間

りを推進するため、老

委

人クラブの
ため、スポ

託

ーツや健康推進活動な

、

どの事業に参加すると

協

ともに 活動を支援し、

働

「生きがい教室」など

【

の事業を老人クラブに

委

委
、多くの高齢者が老

託

人クラブで活動してい

：

ます。 託します。

広報

3

紙、高齢者のための福

セ

祉ガイドブックへの加

ク

入促進広告掲載回数 回

・

広報ひらつか、高齢福

財

祉課で発行している「

団

高齢者のための福祉ガ

企

イドブック」に掲載す

業

る回数

2 2 2 2 2 2

2

Ｎ

2

老人クラブ数 団体

単

Ｐ

位老人クラブの数

14



17

上

生きがい高齢者の生き

位

がい

と健康づくり推進

施

と健康づくり推進と健

策

康づくり推進と健康づ

へ

くり推進と健康づくり

の

推進と健康づくり推進

貢

事業など 事業など 事業

献

など 事業など 事業など

高

事業など

0 0 0 0 0 0

市

0

0 4,644 4,4

民

01 4,610 4,4

満

43 4,471 4,4

足

98

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0 8,5

を

19 7,717 7,9

高

20 7,850 7,8

め

75 7,902

0 13

る

,163 12,118

方

12,530 12,2

策

93 12,346 12

業

,400

－ － －

0.0

有

0 0.80 0.80 0

効

.75 0.75 0.7

性

5 0.75

0.00 0

継

.00 0.00 0.0

続

0 0.00 0.00 0

に

.00

0 6,713 6

よ

,713 6,267 6

る

,267 6,267 6

成

,267

0 19,87

果

6 18,831 18,

向

797 18,560 1

上

8,613 18,66

の

7

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

市内

可

の高齢者団体として各

能

地区にあり、地域にお

性

いても活発な活動をし

低

、地域からも信頼され

そ

ている老人クラブへの

の

支援を継続
します。

老

他

人クラブの空白域とな

事

っている地域を解消す

業

る方策を検討するとと

の

もに、老人クラブへの

目

支援を継続します。

支

的

援を継続する中、空白

､

域となっている地区を

対

解消する
方策を検討し

象

ます。また、実施計画

､

事業として位置づけ
て

内

いる介護予防事業の中

容

の一般高齢者施策事業

分

が、結果
的に老人クラ

高

ブ育成事業の目的の一

受

つである高齢者の健
康

益

づくりと目的が重なる

者

ことから、本事業は事

負

務事業と
位置づけて継

担

続していきます。

､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 高齢者に対する健康

抽

維持・増進や社会参加

出

を促進するた
●■ めの

総

事業を実施し、高齢者

合

が生きがいをもって生

評

活でき

■ る事業のため

価

、必要性が高いと考え

市

られます。 ○
□
□ 事業

民

への参加により生きが

ニ

いと健康づくり、閉じ

ー

こもり
●■ 防止、介護

ズ

予防など様々な効果が

高

あり、有効性は高いと

事

■ 考えられます。 ○
□

業

■ 高齢者の団体として

目

市内で最大の組織であ

的

り、各地域に
●

□ おい

の

ても活動している老人

達

クラブ、上位団体であ

成

る老人
○

□ クラブ連合

状

会を支援することは目

況

的を達成するために妥

必

○
□ 当です。

□ 様々な

要

事業を直接実施するの

性

ではなく、自主団体が

市

自ら
●

□ 計画・実施す

の

ることは効果的です。

関

○
■

○
□

高齢者人口は

与

増えているが、クラブ

の

数、会員数が減少して

必

いる現状を改善するた

要

め、魅力ある老人クラ

性

ブのあり方について老

低

人
クラブと協力し検討

事

します。

高齢者の生き

そ

がい高齢者の生きがい

の

高齢者の生きがい高齢

他

者の生きがい高齢者の
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

　平塚市老人クラブ連合会及び単位 平塚市老人クラブ連合会及び単位老
老人クラブに対して助成し、生きが 人クラブに対して助成し、生きがい
いと健康づくり、社会参加を促進す と健康づくり事業により「料理教室
るため、スポーツや健康推進活動な 」「音楽教室」などの事業を行い、
どが行われるとともに、生きがいと 高齢者の社会参加、生きがい、健康
健康づくり事業により「料理教室」 づくりに寄与しました。
「音楽教室」などの事

５

業を行い、高
齢者の社

.

会参加、生きがい、健

事

康づ
くりに寄与した。

業

　高齢者が増えている

展

が、クラブ数 高齢者人

開

口は増えているが、ク

の

ラブ
が減少している現

経

状を改善するため 数、

緯

会員数が減少している

平

現状を改
、空白域とな

成

っている地域の解消に

1

善するため、魅力ある

8

老人クラブの
努める。

年

あり方について老人ク

度

ラブと協力し
検討しま

事

す。

－ 現状の規模で継

業

続 現状の規模で継続

老

分

人クラブの空白域とな

平

っている地 老人クラブ

成

の空白域となっている

1

地
域の解消に努めると

9

ともに、老人ク 域を解

年

消する方策を検討する

度

ととも
ラブへの支援を

事

継続する。 に、老人ク

業

ラブへの支援を継続し

分

ま
す。

－ 実施計画事業

平

事務事業

成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

ホーム）入所待機者数

そ

人

４月１日現在の入所

の

待機者数

899 835

他

－ 995 － 815

90

　

4 888

①：予定どお

】

り

特別養護老人ホーム

【

を建設する２つの社会

協

福祉法人に対して、特

働

別養護老人ホーム（併

：

設の短期入所施設含む

】

）整備のための助
成を

目

行い、２施設で特別養

的

護老人ホーム140床

・

、短期入所施設36床

目

を整備しました。

Ａ：

標

成果があがった

事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

介

業

護老人福祉施設整備費

種

等助成事業

福祉部　高

類

齢福祉課

01－030 ハ103－020000 ー● ○

02 基本目標２　

ド

　子育て、長寿を楽し

ソ

み、安心していきいき

フ

と暮らせるまち
総合計

ト

画の
03 ③〈健康・安

根

心・福祉力〉その人ら

拠

しく安心できる生活を

法

支援する
位置付け

02

令

2 多様な地域課題に

等

的確かつ総合的に対応

対

する地域密着のサービ

象

スを充実する

平塚市老

・

人福祉施設及び設備の

受

整備費助成要綱

特別養益 護老人ホームを建設す者 る社会福祉法人

□ □ □

事

□

介護老人福祉施設（

業

特別養護老人ホーム）

期

の入所待機者が解消 介

間

護老人福祉施設（特別

委

養護老人ホーム）の入

託

所待機者を解消
してい

、

ます。 するため、介護

協

老人福祉施設の整備を

働

支援します。

支援法人

【

数 法人

－

2 2 －

1 2

介

委

護老人福祉施設（特別

託

養護老人ホーム）整備

：

済み床数 床

４月１日現

3

在の床数（累計）

72

セ

2 722 972

介護老

ク

人福祉施設整備費等助

・

成額 千円

特別養護老人

財

ホームに併設する短期

団

入所施設を含む。

13

企

7,280 91,52

業

0 －

11,700 21

Ｎ

7,100

介護老人福

Ｐ

祉施設（特別養護老人
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上

老人福祉施設介護老人

位

福祉施設

１箇所の支援

施

2箇所の支援 整備事業

策

者の公募整備（増床）

へ

１箇整備４箇所の支援

の

整備４箇所の支援

所の

貢

支援、整備事

業者の公

献

募

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

民

11,700 217,

満

100 0 26,000

足

271,440 180

度

,960

0 11,70

を

0 217,100 0 2

高

6,000 271,4

め

40 180,960

－

る

－ －

0.00 0.45

方

0.45 1.35 1.

策

35 1.35 1.35

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0.00 0.00

0 3

性

,776 3,776 1

継

1,281 11,28

続

1 11,281 11,

に

281

0 15,476

よ

220,876 11,

る

281 37,281 2

成

82,721 192,

果

241

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

向

入所待機者を解消する

上

ため、事業を継続して

の

実施します。高齢者福

可

祉計画（介護保険事業

能

計画［第４期］）で掲

性

げた平成21年度
から

低

23年度までの３か年

そ

の目標整備数を達成す

の

るための助成を継続し

他

ます。

高齢者保健福祉

事

計画平成21年度から

業

平成23年度の特別養

の

護老人ホームの整備計

目

画に基づき、整備しま

的

す。

入所待機者を解消

､

するために高齢者福祉

対

計画（介護保険
事業計

象

画［第４期］）で掲げ

､

た整備目標数を達成す

内

るこ
とを第一に考えま

容

す。その中で既存施設

分

と日常生活圏域
内高齢

高

者数とのバランスに配

受

慮します。

益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 特別養護老人ホーム

抽

入所待機者が依然とし

出

て多いことか
●□ ら、

総

市民ニーズが高く、市

合

民のニーズにこたえる

評

ため、

■ 特別養護老人

価

ホームを建設する社会

市

福祉法人に対する市 ○

民

□ の助成が必要です。

ニ

□ 入所待機者を解消す

ー

ることにより、介護者

ズ

の負担を軽減
●■ でき

高

ることから、有効性は

事

高いと思われます。

□

業

○
□
■ 特別養護老人ホ

目

ームの建設費補助は、

的

国の補助がなくな
●

■

の

り、社会福祉法人の負

達

担が増加していること

成

から、施設
○

□ 建設促

状

進の観点により市が助

況

成を行うことは妥当で

必

す。
○

□
□ 特別養護老

要

人ホームを直接整備、

性

運営する自治体もあり

市

●
□ ますが、民間活力

の

を活用する方が効率的

関

です。
○

■
○

□

特別養

与

護老人ホーム入所待機

の

者を解消するため、特

必

別養護老人ホームの建

要

設や他の高齢者施設の

性

状況、在宅介護の充実

低

を含め、
整備の促進を

事

検討します。

介護老人

そ

福祉施設介護老人福祉

の

施設介護老人福祉施設

他

介護老人福祉施設介護
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｃ：十分に成果をあげることが

頁

でき
なかった

Ａ：成果があがった

－ ③：遅れている ①：予定どおり

特別養護老人ホームを建設する２つ 特別養護老人ホームを建設する２つ
の社会福祉法人に対して、特別養護 の社会福祉法人に対して、特別養護
老人ホーム（併設の短期入所施設含 老人ホーム（併設の短期入所施設含
む）について平成１９年度は６０％ む）整備のための助成を行い、２施
の工事進捗率を見込み、進捗率に応 設で特別養護老人ホーム140床、短
じて助成する予定であったが、予定 期入所施設36床を整備しま

５

した。
より工事が遅れ

.

たため、１法人につ
い

事

ては１０％の助成を行

業

い、他の法
人について

展

は助成することができ

開

な
かった。

　特別養護

の

老人ホーム入所待機者

経

を 特別養護老人ホーム

緯

入所待機者を解
解消す

平

るため、特別養護老人

成

ホーム 消するため、特

1

別養護老人ホームの
の

8

建設や他の高齢者施設

年

の状況、在 建設や他の

度

高齢者施設の状況、在

事

宅
宅介護の充実を含め

業

入所待機者の解 介護の

分

充実を含め、整備の促

平

進を検
消を検討する。

成

討します。

－ 現状の規

1

模で継続 拡大して継続

9

　（仮称）高齢者保健

年

福祉計画平成 高齢者保

度

健福祉計画平成21年

事

度から
２１年度から平

業

成２３年度の特別養 平

分

成23年度の特別養護

平

老人ホームの
護老人ホ

成

ームの整備計画に基づ

2

き、 整備計画に基づき

0

、整備します。
整備す

年

る。

－ 実施計画事業 実

度

施計画事業

事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

00

812 1,707

そ

介護予防普及啓発事業

の

参加者数 人

延べ人数

7

他

,000 8,900 8

　

,900 9,900 1

】

0,000 10,10

【

0

8,883 10,9

協

61

①：予定どおり

特

働

定高齢者には筋力トレ

：

ーニング教室、介護予

】

防運動教室、水中運動

目

教室等を委託及び直営

的

で事業を実施しました

・

。また、一般
高齢者に

目

は一般健康教室、転倒

標

骨折予防教室、高齢者

事

食生活改善事業等を実

業

施し、介護予防につい

の

て普及啓発を図りまし

概

た。

Ａ：成果があがっ

要

た

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

介

業

護予防事業

福祉部　高

種

齢福祉課

13－030 類101－020000 ハ○ ●

02 基本目標２　

ー

　子育て、長寿を楽し

ド

み、安心していきいき

ソ

と暮らせるまち
総合計

フ

画の
03 ③〈健康・安

ト

心・福祉力〉その人ら

根

しく安心できる生活を

拠

支援する
位置付け

02

法

2 多様な地域課題に

令

的確かつ総合的に対応

等

する地域密着のサービ

対

スを充実する

介護保険

象

法

高齢者

□ ■ □ ■

高齢

・

者に対して介護予防事

受

業を実施することによ

益

り、要介護状 高齢者の

者

介護予防を促進するた

事

め、元気な高齢者を対

業

象に、生
態になること

期

を防ぎます。 活機能の

間

維持・向上を目的とし

委

て取り組む「一次予防

託

」及び虚
弱な高齢者を

、

対象に、生活機能低下

協

の早期発見・早期対応

働

を目
的として取り組む

【

「二次予防」の各種事

委

業を実施します。

通所

託

型介護予防事業実施回

：

数 回

延べ回数

150 1

3

50 150 220 23

セ

2 232

142 200

ク

介護予防普及啓発事業

・

実施回数 回

－

310 4

財

40 440 447 45

団

4 461

432 485

企

通所型介護予防事業参

業

加者数 人

延べ人数

80

Ｎ

0 820 820 1,8

Ｐ

00 1,900 1,9
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上

般高齢者施策事一般高

位

齢者施策事一般高齢者

施

施策事一般高齢者施策

策

事一般高齢者施策事

業

へ

、特定高齢者施業、特

の

定高齢者施業、特定高

貢

齢者施業、特定高齢者

献

施業、特定高齢者施業

高

、特定高齢者施

策事業

市

の実施 策事業の実施 策

民

事業の実施 策事業の実

満

施 策事業の実施 策事業

足

の実施

0 4,529 0

度

19,762 19,7

を

62 19,939 19

高

,939

0 2,264

め

0 9,881 9,88

る

1 9,969 9,96

方

9

0 0 0 0 0 0 0

0 9

策

,062 0 39,52

業

6 39,526 39,

有

877 39,877

0

効

2,264 30,90

性

7 9,881 9,88

継

1 9,969 9,96

続

9

0 18,119 30

に

,907 79,050

よ

79,050 79,7

る

54 79,754

－ －

成

－

0.00 2.95 2

果

.95 2.55 2.4

向

5 2.45 2.55

0

上

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00 0

可

.00 0.00

0 24

能

,754 24,754

性

21,308 20,4

低

73 20,473 21

そ

,308

0 42,87

の

3 55,661 100

他

,358 99,523

事

100,227 101

業

,062

● ○ ○ ○ ○ ○

の

○

高齢者の介護予防は

目

重要であり、事業を継

的

続して実施します。

特

､

定高齢者の選定方法、

対

事業に参加する特定高

象

齢者を増やすことに努

､

めます。また、地域に

内

根ざした自主的な介護

容

予防活動を実
施する団

分

体等を育成・支援し、

高

高齢者が介護予防に取

受

り組みやすい地域づく

益

りに努めます。

特定高

者

齢者事業の効果的な事

負

業ＰＲ手法の検討を進

担

めま
す。また、介護予

､

防についての知識の普

補

及啓発に努め、
介護保

助

険の支出を抑えること

額

に努めます。

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 高齢者が増加する中

抽

、介護予防事業を実施

出

して要介護状
●■ 態に

総

なる高齢者を増やさな

合

いために、必要性は高

評

いと思

□ われます。 ○

価

□
□ 事業を継続的に実

市

施することで、高齢者

民

が要介護状態に
●□ な

ニ

ることなどを防止し、

ー

元気で生きがいを持っ

ズ

て暮らす

■ ことができ

高

、また介護保険の支出

事

を抑えることができる

業

○
□ ので有効性は高い

目

と思われます。

■ 特定

的

高齢者に集中的に介護

の

予防事業を実施するこ

達

とは、
●

□ 生活機能の

成

維持・向上を図ること

状

ができ、介護予防を目

況

○
□ 指すために妥当性

必

は高いと思われます。

要

○
□
■ 行政が実施する

性

事業だけでなく、地域

市

に根ざした介護予
○

□

の

防事業の活動の支援を

関

行うことにより、さら

与

に効率性を
●

■ 高める

の

ことができます。
○

□

必

特定高齢者の参加者を

要

増やすため、事業の実

性

施方法やＰＲ方法につ

低

いて検討します。また

事

、介護予防事業を実施

そ

する地域の自主
的な活

の

動を支援していきます

他

。

一般高齢者施策事一
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

特定高齢者には筋力トレーニング教 特定高齢者には筋力トレーニング教
室、介護予防運動教室、水中教室等 室、介護予防運動教室、水中運動教
を委託及び直営で事業を実施し、特 室等を委託及び直営で事業を実施し
に水中運動教室は機能維持・向上の ました。また、一般高齢者には一般
面から好評であった。一般高齢者に 健康教室、転倒骨折予防教室、高齢
は一般健康教室、転倒骨折予防教室 者食生活改善事業等を実施し、介護
、高齢者食生活改善

５

事業等を実施し 予防に

.

ついて普及啓発を図り

事

ました
、介護予防につ

業

いて普及啓発を図っ 。

展

た。

介護予防事業を実

開

施する地域の自主 特定

の

高齢者の参加者を増や

経

すため、
的な団体を育

緯

成する。 事業の実施方

平

法やＰＲ方法について

成

検討します。また、介

1

護予防事業を
実施する

8

地域の自主的な活動を

年

支援
していきます。

－

度

現状の規模で継続 現状

事

の規模で継続

介護予防

業

事業を実施する地域の

分

自主 特定高齢者の選定

平

方法、事業に参加
的な

成

団体を育成するととも

1

に、高齢 する特定高齢

9

者を増やすことに努め

年

者自ら介護予防に対す

度

る意識を持っ ます。ま

事

た、地域に根ざした自

業

主的
て元気に暮らせる

分

よう事業を実施す な介

平

護予防活動を実施する

成

団体等を
る。 育成・支

2

援し、高齢者が介護予

0

防に
取り組みやすい地

年

域づくりに努めま
す。

度

－ 実施計画事業 実施計

事

画事業

業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

設置等により、高齢者

そ

が安心して生活できる

の

よう支援しまし
た。

Ａ

他

：成果があがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

高

業

齢者生活支援事業

福祉

種

部　高齢福祉課

01－ 類030103－040 ハ000 ○ ●

02 基本目

ー

標２　　子育て、長寿

ド

を楽しみ、安心してい

ソ

きいきと暮らせるまち

フ

総合計画の
03 ③〈健

ト

康・安心・福祉力〉そ

根

の人らしく安心できる

拠

生活を支援する
位置付

法

け
02 2 多様な地域

令

課題に的確かつ総合的

等

に対応する地域密着の

対

サービスを充実する

平

象

塚市ひとり暮らし高齢

・

者等配食サービス事業

受

実施要綱、平塚市在宅

益

高齢者軽度生活援助事

者

業実施要綱他

市民（高 事齢者）

□ □ □ ■

要援護

業

高齢者、ひとり暮らし

期

高齢者が、住み慣れた

間

地域社会の 要援護高齢

委

者やひとり暮らし高齢

託

者が、住み慣れた地域

、

社会の
中で、いきいき

協

と暮らしています。 中

働

で生活が続けられるよ

【

うにするため、配食サ

委

ービスや軽度生
活援助

託

などを実施します。

高

：

齢者生活支援利用事業

3

数 事業

実施事業数

12

セ

13 12 12 12 12

ク

11 12

高齢者生活支

・

援事業利用者数 人

-

6

財

50 650 650 65

団

0 650 650

582

企

612

①：予定どおり

業

ひとり暮らし高齢者等

Ｎ

に配食サービスの実施

Ｐ

や緊急通報システムの



20

上

501 27,521 3

位

8,199 38,19

施

9 38,199 38,

策

199

0 29,501

へ

27,588 38,1

の

99 38,199 38

貢

,199 38,199

献

－ － －

0.00 1.1

高

5 1.15 1.20 1

市

.20 1.20 1.2

民

0

0.00 0.00 0

満

.00 0.00 0.0

足

0 0.00 0.00

0

度

9,650 9,650

を

10,028 10,0

高

28 10,028 10

め

,028

0 39,15

る

1 37,238 48,

方

227 48,227 4

策

8,227 48,22

業

7

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用

有

者のニーズに応じて、

効

検討し、精査しながら

性

継続実施します。

利用

継

者のニーズに応じて、

続

検討し、精査しながら

に

継続実施します。

介護

よ

保険制度の改正内容や

る

利用者のニーズに弾力

成

的に対
応していくため

果

、事務事業として位置

向

づけ、継続的に実
施し

上

ます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 今後、ひとり暮らし

抽

高齢者や高齢者世帯の

出

増加が予測さ
●■ れる

総

中で、事業費の増大も

合

予測できるため、市の

評

支援は

■ 重要です。 ○

価

□
□ 対象者の範囲を広

市

げることも可能な事業

民

もあり、市民の
●■ 満

ニ

足度を高めるのに有効

ー

です。

□ ○
□
□ 一概に

ズ

利用者負担を増やすこ

高

とはできないため、現

事

在の
●

■ 受益者負担、

業

補助額は妥当です。
○

目

□
○

□
□ 委託可能な事

的

業については、委託に

の

より実施しています
●

達

□ 。
○

■
○

□

市民ニー

成

ズを把握し、拡大すべ

状

き事業や精査すべき事

況

業について検討する必

必

要があります。

軽度生

要

活援助、食軽度生活援

性

助、食軽度生活援助、

市

食軽度生活援助、食軽

の

度生活援助、食軽度生

関

活援助、食

の自立支援

与

、緊急の自立支援、緊

の

急の自立支援、緊急の

必

自立支援、緊急の自立

要

支援、緊急の自立支援

性

、緊急

通報など 通報な

低

ど 通報など 通報など 通

事

報など 通報など

0 0 0

そ

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

他

67 0 0 0 0

0 29,
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

利用者数は予定を下回った。しかし ひとり暮らし高齢者等に配食サービ
、ひとり暮らし高齢者等に配食サー スの実施や緊急通報システムの設置
ビスの実施や緊急通報システムの設 等により、高齢者が安心して生活で
置等により、高齢者が安心して生活 きるよう支援しました。
できるよう支援することができた。

市民ニーズを把握し、拡大すべき事 市民ニーズを把握し、拡大すべき事
業や精査すべき事業について検討す 業や精査すべき事業に

５

ついて検討す
る必要が

.

ある。 る必要がありま

事

す。

－ 現状の規模で継

業

続 現状の規模で継続

利

展

用者のニーズに応じて

開

、検討し、 利用者のニ

の

ーズに応じて、検討し

経

、
精査しながら継続実

緯

施する。 精査しながら

平

継続実施します。

－ 実

成

施計画事業 事務事業

18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

的、
経済的負担を軽減

そ

することができました

の

。

Ｂ：おおむね成果が

他

あがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

家

業

族介護支援事業

福祉部

種

　高齢福祉課

13－0 類30301－0100 ハ00 ○ ●

02 基本目標

ー

２　　子育て、長寿を

ド

楽しみ、安心していき

ソ

いきと暮らせるまち
総

フ

合計画の
03 ③〈健康

ト

・安心・福祉力〉その

根

人らしく安心できる生

拠

活を支援する
位置付け

法

02 2 多様な地域課

令

題に的確かつ総合的に

等

対応する地域密着のサ

対

ービスを充実する

介護

象

保険法

介護をしている・ 家族

□ □ □ ■

在宅で介

受

護している家族の身体

益

的、精神的、経済的負

者

担が軽減 在宅で介護し

事

ている家族の身体的、

業

精神的、経済的負担を

期

軽減
されてます。 する

間

ため、介護用品の支給

委

や家族介護者交流事業

託

、家族介護教
室の開催

、

などを実施します。

家

協

族介護交流事業開催回

働

数 回

－

3 3 3 3 3 3

3

【

4

家族介護教室開催回

委

数 回

20 20 20

家族

託

介護交流事業参加者数

：

人

延べ人数

110 13

3

0 130 150 150

セ

150

124 96

家族

ク

介護教室参加者数 人

2

・

00 200 200

①：

財

予定どおり

在宅で介護

団

している家族に対して

企

、介護用品の支給や家

業

族介護教室、家族介護

Ｎ

者交流事業の開催など

Ｐ

を行い、身体的、精神
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上

護用品支給 、介護用品

位

支給

0 1,437 0 2

施

,460 2,472 2

策

,472 2,472

0

へ

718 0 1,230 1

の

,236 1,236 1

貢

,236

0 0 0 0 0 0

献

0

0 676 0 1,23

高

0 1,236 1,23

市

6 1,236

0 718

民

3,135 1,230

満

1,236 1,236

足

1,236

0 3,54

度

9 3,135 6,15

を

0 6,180 6,18

高

0 6,180

－ － －

0

め

.00 0.40 0.4

る

0 0.40 0.40 0

方

.40 0.40

0.0

策

0 0.00 0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00

0 3,35

効

7 3,357 3,34

性

3 3,343 3,34

継

3 3,343

0 6,9

続

06 6,492 9,4

に

93 9,523 9,5

よ

23 9,523

● ○ ○

る

○ ○ ○ ○

在宅で介護し

成

ている家族の身体的、

果

精神的、経済的負担を

向

軽減するため事業を継

上

続します。

限られた予

の

算の中で、在宅で介護

可

している家族の身体的

能

、精神的、経済的負担

性

を軽減するため事業を

低

実施します。

介護者が

そ

参加しやすい事業の工

の

夫が必要です。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 介護者の身体的、精

抽

神的、経済的負担を軽

出

減する各事業
●□ は必

総

要性が高いと考えられ

合

ます。

□ ○
□
□ 介護者

評

の負担軽減やリフレッ

価

シュの一助となってお

市

り有
●■ 効性が高いと

民

考えられます。

□ ○
□

ニ

■ 家族介護教室・家族

ー

介護者交流事業は、介

ズ

護者同士の交
●

□ 流の

高

機会になり、精神的負

事

担の軽減ができること

業

から、
○

□ 高齢者虐待

目

の予防にもつながり妥

的

当性が高いと考えられ

の

○
□ ます。

□ 内容の工

達

夫、委託先の分散化な

成

どに配慮して実施し効

状

率
○

□ 性を高める必要

況

があります。
●

■
○

□

必

高齢者が増加する中、

要

限られた予算の中で事

性

業展開の充実を図るこ

市

とが課題です。

家族介

の

護教室、家家族介護教

関

室、家家族介護教室、

与

家家族介護教室、家家

の

族介護教室、家家族介

必

護教室、家

族交流事業

要

、介護族介護者交流事

性

業族介護者交流事業族

低

介護者交流事業族介護

事

者交流事業族介護者交

そ

流事業

用品支給 、介護

の

用品支給 、介護用品支

他

給 、介護用品支給 、介
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

在宅で介護している家族に対して、 在宅で介護している家族に対して、
介護用品の支給や介護教室、家族介 介護用品の支給や家族介護教室、家
護交流事業の開催などを行い、身体 族介護者交流事業の開催などを行い
的、精神的、経済的負担を軽減する 、身体的、精神的、経済的負担を軽
ことができた。 減することができました。

高齢者が増加する中、限られた予算 高齢者が増加する中、限られた予算
の中で事業展開の充実を図ることが の中

５

で事業展開の充実を図

.

ることが
課題である。

事

課題です。

－ 現状の規

業

模で継続 現状の規模で

展

継続

限られた予算の中

開

で、在宅で介護し 限ら

の

れた予算の中で、在宅

経

で介護し
ている家族の

緯

身体的、精神的、経済

平

ている家族の身体的、

成

精神的、経済
的負担を

1

軽減するため事業を実

8

施す 的負担を軽減する

年

ため事業を実施し
る。

度

ます。

－ 実施計画事業

事

実施計画事業

業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

市民に理解してもらう

そ

ため、制度の趣旨やサ

の

ービスの内容などを分

他

かりやすく解説
したガ

　

イドブックを配布する

】

ことにより、新規の認

【

定申請者につなげまし

協

た。

Ａ：成果があがっ

働

た

： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

介

業

護保険ガイドブック作

種

成事業

福祉部　介護保

類

険課

13－01010 ハ1－980000 ○ ●ー

02 基本目標２　　子

ド

育て、長寿を楽しみ、

ソ

安心していきいきと暮

フ

らせるまち
総合計画の

ト

03 ③〈健康・安心・

根

福祉力〉その人らしく

拠

安心できる生活を支援

法

する
位置付け

02 2 

令

多様な地域課題に的確

等

かつ総合的に対応する

対

地域密着のサービスを

象

充実する

市民

□ ■ □ □

・

市民が介護保険制度の

受

趣旨を理解し、適切な

益

サービスを利用す ３年

者

ごとに見直される介護

事

保険制度の内容を市民

業

に理解しても
ることに

期

よって住み慣れた地域

間

で安心して暮らしてい

委

ます。 らうため、制度

託

の趣旨やサービスの内

、

容などを分かりやすく

協

解
説したガイドブック

働

を作成します。

介護保

【

険ガイドブック配布部

委

数 部

－

4,000 3,

託

200 17,000 7

：

,000 6,000 2

3

0,000

4,100

セ

2,910

要介護（要

ク

支援）認定新規申請件

・

数 件

－

1,950 2,

財

000 2,000 2,

団

050 2,100 2,

企

150

2,025 2,

業

112

①：予定どおり

Ｎ

３年ごとに見直される

Ｐ

介護保険制度の内容を
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上

制度の周知 制度の周知

位

ガイドブックの作

成、

施

制度の周知 成、制度の

策

周知

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

貢

0 0 0 3,150 0 0

献

3,360

0 0 0 3,

高

150 0 0 3,360

市

－ － －

0.00 0.0

民

1 0.01 0.17 0

満

.01 0.01 0.1

足

7

0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.00 0.00

0

高

84 84 1,421 8

め

4 84 1,421

0 8

る

4 84 4,571 84

方

84 4,781

● ○ ○

策

○ ○ ○ ○

介護保険制度

業

の内容を効率的に市民

有

へ理解してもらうため

効

には、制度の趣旨やサ

性

ービス内容などを分か

継

りやすく解説したガイ

続

ド
ブックを配布する必

に

要があります。

ガイド

よ

ブックを配布すること

る

で、市民への周知徹底

成

を図り、新規の認定申

果

請者の増加につなげま

向

す。

介護保険制度を市

上

民に理解してもらうこ

の

とにより、適正
なサー

可

ビス利用につながり、

能

高齢者の自立支援と介

性

護給
付適正化に資する

低

ものと考えます。なお

そ

、今後は事務事
業とし

の

て継続することにより

他

、目標を達成します。

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 制度趣旨やサービス

抽

の内容を市民にお知ら

出

せすることに
●■ より

総

、介護サービスを必要

合

とする高齢者が認定申

評

請でき

□ ることから、

価

必要性は高いと思われ

市

ます。 ○
□
□ ３年ごと

民

に改正される介護保険

ニ

料や介護サービスを市

ー

民
●■ にお知らせする

ズ

ことにより、介護保険

高

制度の周知につな

■ が

事

り、利用者の適切なサ

業

ービス選択や自立支援

目

につなが ○
□ ることか

的

ら、有効性は高いと思

の

われます。

■ 要介護認

達

定者や高齢者を主な対

成

象として、介護保険制

状

度
●

□ を分かりやすく

況

説明することができる

必

ため、妥当性は高
○

□

要

いと思われます。
○

□

性

□ 広告募集を行い、ガ

市

イドブック作成費用の

の

一部に充てて
●

■ いま

関

す。また、制度説明を

与

職員が個別に行うより

の

も効率
○

□ 的です。
○

必

□

ガイドブックを配布

要

することで、新規の認

性

定申請者につなげるこ

低

とにより、高齢者の自

事

立支援と介護給付適正

そ

化を図る必要があ
りま

の

す。

制度の周知 制度の

他

周知 ガイドブックの作
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

３年毎に見直される介護保険制度の ３年ごとに見直される介護保険制度
内容を市民に理解してもらうため、 の内容を市民に理解してもらうため
制度の趣旨やサービスの内容などを 、制度の趣旨やサービスの内容など
分かりやすく解説したガイドブック を分かりやすく解説したガイドブッ
を配布することにより、新規の認定 クを配布することにより、新規の認
申請者につながった。 定申請者につなげました。

平成２１年度が介護保険料の改定年 ガイド

５

ブックを配布すること

.

で、新
度に当たる。２

事

１年度の早い時期に 規

業

の認定申請者につなげ

展

ることによ
ガイドブッ

開

ク作成し、市民に配布

の

し り、高齢者の自立支

経

援と介護給付適
ていく

緯

。 正化を図る必要があ

平

ります。

－ 現状の規模

成

で継続 現状の規模で継

1

続

平成１８年度と同様

8

、広告募集を行 ガイド

年

ブックを配布すること

度

で、市
い、ガイドブッ

事

ク作成費用の一部に 民

業

への周知徹底を図り、

分

新規の認定
充てたいと

平

考えている。 申請者の

成

増加につなげます。

－

1

実施計画事業 事務事業

9年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

0 5,800 6,00

そ

0

4,408 5,10

の

3

①：予定どおり

介護

他

サービスを利用してい

　

る方が、介護サービス

】

に関する疑問や不満、

【

不安などを介護相談員

協

に相談し、介護相談員

働

が利用者と
サービス提

：

供事業者の橋渡し役に

】

なることで利用者の不

目

安の解消や介護サービ

的

スの質の向上につなが

・

りました。

Ａ：成果が

目

あがった

標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

介

業

護相談員派遣事業

福祉

種

部　介護保険課

13－ 類030301－020 ハ000 ○ ●

02 基本目

ー

標２　　子育て、長寿

ド

を楽しみ、安心してい

ソ

きいきと暮らせるまち

フ

総合計画の
03 ③〈健

ト

康・安心・福祉力〉そ

根

の人らしく安心できる

拠

生活を支援する
位置付

法

け
02 2 多様な地域

令

課題に的確かつ総合的

等

に対応する地域密着の

対

サービスを充実する

介

象

護保険法

介護サービス・ 受給者等

□ □ □ □

在宅

受

や施設サービスの利用

益

者が、介護サービスに

者

関する疑問や 介護サー

事

ビスの質の向上のため

業

、サービス利用者の疑

期

問や不満
不満、不安な

間

どを介護相談員に相談

委

し、介護相談員が利用

託

者と 、不安などを聴き

、

、施設の担当者と意見

協

交換を行うなど施設と

働

サービス提供事業者の

【

橋渡し役になることに

委

より、介護サービ 利用

託

者の橋渡し役となる介

：

護相談員を施設などに

3

派遣します。
スの質の

セ

向上が図られています

ク

。

介護相談員派遣回数

・

回

－

882 970 1,

財

092 1,200 1,

団

220 1,250

96

企

8 1,063

介護相談

業

員が受けた相談件数 件

Ｎ

－

3,000 4,00

Ｐ

0 4,000 5,70
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上

談員の施設

などへの派

位

遣 などへの派遣 などへ

施

の派遣 などへの派遣 な

策

どへの派遣 などへの派

へ

遣

0 1,178 0 1,

の

410 1,504 1,

貢

516 1,554

0 5

献

89 0 705 752 7

高

58 777

0 0 0 0 0

市

0 0

0 555 0 704

民

754 759 778

0

満

589 3,207 70

足

5 752 758 777

度

0 2,911 3,20

を

7 3,524 3,76

高

2 3,791 3,88

め

6

－ － －

0.00 0.

る

67 0.67 0.77

方

0.77 0.77 0.

策

77

0.00 0.00

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0 5,622 5,62

性

2 6,435 6,43

継

5 6,435 6,43

続

5

0 8,533 8,8

に

29 9,959 10,

よ

197 10,226 1

る

0,321

○ ● ○ ○ ○

成

○ ○

介護相談員を12

果

名から14名に増やす

向

ことで、利用者から受

上

ける相談件数が増える

の

ことにより、苦情等に

可

いたる事態を未然に防

能

止
していきます。

14

性

名の介護相談員が、施

低

設等を訪問することで

そ

、サービス利用者の疑

の

問や不満、不安等を直

他

接聴くことにより、事

事

業者と利用者
の橋渡し

業

役となって介護サービ

の

スのさらなる質の向上

目

をめざします。

介護相

的

談員は、12名体制で

､

実施しているが、介護

対

相談員
制度が認知され

象

、なじみの関係も形成

､

されており、相談
件数

内

・実績とも着実に成果

容

があがっています。そ

分

こで、
平成22年度に

高

相談員２名を増員し、

受

更なる相談体制の充
実

益

と質の向上を目指しま

者

す。

負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 介護保険法に基づく

抽

法定負担です。県は未

出

実施の市町村
●□ に対

総

し、実施するよう求め

合

ている状況ですが、本

評

市は介

■ 護相談員事業

価

を実施しています。 ○

市

□
□ 介護保険法に基づ

民

く法定負担であり有効

ニ

であると考えら
●■ れ

ー

ます。介護サービス利

ズ

用者の疑問や不安の解

高

消につな

■ がり、苦情

事

を未然に防ぐことがで

業

きます。 ○
□
■ 介護保

目

険法に基づく法定負担

的

であり、妥当であると

の

考え
●

□ られます。
○

達

□
○

□
□ 介護サービス

成

の質の向上につながる

状

ことから、給付適正
●

況

□ 化の一助となります

必

。
○

□
○

■

介護相談員

要

を12名から14名に

性

増やすことで、利用者

市

から受ける相談件数が

の

増えることにより、利

関

用者の介護サービス等

与

に関する
疑問や不満に

の

対してさらにきめ細か

必

く応じることで、さら

要

なる利用者の疑問や不

性

安の解消につなげる必

低

要があります。

介護相

事

談員の施設介護相談員

そ

の施設介護相談員の施

の

設介護相談員の施設介

他

護相談員の施設介護相
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

介護サービスを利用している方が、 介護サービスを利用している方が、
介護サービスに関する疑問や不満、 介護サービスに関する疑問や不満、
不安などを介護相談員に相談し、介 不安などを介護相談員に相談し、介
護相談員が利用者とサービス提供事 護相談員が利用者とサービス提供事
業者の橋渡し役になることで利用者 業者の橋渡し役になることで利用者
の不安の解消や介護サービスの質の の不安の解消や介護サービスの質の
向上につながった。

５

向上につながりました

.

。

介護相談員が利用者

事

から受ける相談 介護相

業

談員を12名から14

展

名に増やす
件数が増え

開

れば、利用者の疑問や

の

不 ことで、利用者から

経

受ける相談件数
安の解

緯

消につながるが、相談

平

員の人 が増えることに

成

より、利用者の介護
数

1

により訪問回数が限ら

8

れているこ サービス等

年

に関する疑問や不満に

度

対
とから、大幅な増加

事

は見込めない。 してさ

業

らにきめ細かく応じる

分

ことで
、さらなる利用

平

者の疑問や不安の解
消

成

につなげる必要があり

1

ます。

－ 現状の規模で

9

継続 拡大して継続

１２

年

名の介護相談員で、事

度

業者と利 14名の介護

事

相談員が、施設等を訪

業

問
用者の橋渡し役にな

分

るよう施設等を するこ

平

とで、サービス利用者

成

の疑問
訪問する。 や不

2

満、不安等を直接聴く

0

ことによ
り、事業者と

年

利用者の橋渡し役とな

度

って介護サービスのさ

事

らなる質の向
上をめざ

業

します。

－ 実施計画事

分

業 実施計画事業

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

20年４月20日から

そ

７月27日まで、身体

の

・知的障がい者が、陸

他

上競技・卓球・サウン

　

ドテーブルテニス・フ

】

ライングディス
ク・水

【

泳大会に参加しました

協

。その他、身体障がい

働

者が所属団体ごとに歩

：

行訓練会に参加し、身

】

体機能の維持、向上を

目

図りまし
た。これらに

的

より障がい者の社会参

・

加を促進をすることが

目

できました。

Ａ：成果

標

があがった

事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

社

業

会参加・交流促進事業

種

福祉部　障がい福祉課

類01－030104－ ハ010000 ○ ●

02

ー

基本目標２　　子育て

ド

、長寿を楽しみ、安心

ソ

していきいきと暮らせ

フ

るまち
総合計画の

03

ト

③〈健康・安心・福祉

根

力〉その人らしく安心

拠

できる生活を支援する

法

位置付け
02 2 多様

令

な地域課題に的確かつ

等

総合的に対応する地域

対

密着のサービスを充実

象

する

障がい者

□ □ □ □

・

障がい者が市民ととも

受

にスポーツ・レクリエ

益

ーション活動など 障が

者

い者の社会参加を促進

事

するとともに、障がい

業

者に対する市
に参加し

期

て楽しんでいます。 民

間

の理解を深めるため、

委

スポーツやレクレーシ

託

ョン活動、団体
活動な

、

どの事業実施や運営を

協

支援します。

スポーツ

働

大会等開催回数 回

－

1

【

5 15 14 14 14 1

委

4

14 14

スポーツ大

託

会等参加者数 人

－

4,

：

400 4,500 4,

3

600 4,600 4,

セ

600 4,600

4,

ク

397 4,423

①：

・

予定どおり

平成20年

財

10月19日に総合公

団

園にて福祉フェスティ

企

バルの一環として「ミ

業

ニ運動会」を実施し、

Ｎ

約1,000人が参加

Ｐ

しました。また
、平成
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上

Ｓ,愛ＤＯ 「ＹＥＳ,

位

愛ＤＯ 「ＹＥＳ,愛Ｄ

施

Ｏ

」、ミニ運動会の」

策

、ミニ運動会の」、ミ

へ

ニ運動会の」、ミニ運

の

動会の」、ミニ運動会

貢

の」、ミニ運動会の

開

献

催等 開催等 開催等 開催

高

等 開催等 開催等

0 19

市

6 150 146 146

民

146 146

0 98 7

満

5 73 73 73 73

0

足

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

度

0 0 0

0 3,570 3

を

,590 3,894 3

高

,894 3,894 3

め

,894

0 3,864

る

3,815 4,113

方

4,113 4,113

策

4,113

－ － －

0.

業

00 0.95 0.95

有

0.75 0.75 0.

効

75 0.75

0.00

性

0.00 0.00 0.

継

00 0.00 0.00

続

0.00

0 7,972

に

7,972 6,267

よ

6,267 6,267

る

6,267

0 11,8

成

36 11,787 10

果

,380 10,380

向

10,380 10,3

上

80

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

社

の

会参加・交流事業とし

可

てスポーツ大会、ミニ

能

運動会、訓練会などを

性

現状規模で継続します

低

。

ミニ運動会や訓練会

そ

は、事業内容を精査す

の

ることにより事業効果

他

を高めていきます。

事

事

業効果が高められるよ

業

う内容を精査します。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 心身障がい者のスポ

抽

ーツ・レクリエーショ

出

ン活動や義肢
●□ 装着

総

者や視覚障がい者の社

合

会参加を促進するため

評

の歩行

■ 訓練などを推

価

進するための事業であ

市

り、必要性は高いと ○

民

□ 思われます。

□ ミニ

ニ

運動会については、参

ー

加者の意見を反映させ

ズ

るなど
●■ 、事業手法

高

等の改善を図っている

事

ことから、有効性は高

業

■ いと思われます。 ○

目

□
□ スポーツ大会は、

的

国、県で実施している

の

事業で例年どお
○

□ り

達

実施する。訓練会は現

成

在の手法が妥当か否か

状

検討する
●

■ 必要があ

況

ります。
○

■
□ ミニ運

必

動会は、大学交流の一

要

環として東海大学生に

性

企画
○

□ ・運営を委ね

市

ているが、参加者ニー

の

ズを反映した内容の
●

関

■ 企画や人員配置を効

与

率的に行う必要があり

の

ます。
○

□

それぞれの

必

事業としての必要性、

要

有効性などの評価は高

性

いものの、ミニ運動会

低

における人員配置など

事

の効率化は必要と考え

そ

ます
。

「ＹＥＳ，愛Ｄ

の

Ｏ「ＹＥＳ，愛ＤＯ「

他

ＹＥＳ，愛ＤＯ「ＹＥ
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

平成19年10月28日に総合公園にて福 平成20年10月19日に総合公園にて福
祉フェスティバルの一環として「ミ 祉フェスティバルの一環として「ミ
ニ運動会」を実施し、約1,000人が ニ運動会」を実施し、約1,000人が
参加した。また、平成19年4月8日か 参加しました。また、平成20年４月
ら同年12月2日まで、身体・知的障 20日から７月27日まで、身体・知的
がい者が、陸上競技・卓球・サウン 障がい者が、陸上競

５

技・卓球・サウ
ドテー

.

ブルテニス・フライン

事

グディ ンドテーブルテ

業

ニス・フライングデ
ス

展

ク・水泳大会に参加し

開

た。その他 ィスク・水

の

泳大会に参加しました

経

。
、身体障がい者が所

緯

属団体ごとに歩 その他

平

、身体障がい者が所属

成

団体ご
行訓練会に参加

1

し、身体機能の維持 と

8

に歩行訓練会に参加し

年

、身体機能
、向上を図

度

った。これらにより障

事

害 の維持、向上を図り

業

ました。これら
者の社

分

会参加を促進をするこ

平

とがで により障がい者

成

の社会参加を促進を
き

1

た。 することができま

9

した。

それぞれの事業

年

としての必要性、有 そ

度

れぞれの事業としての

事

必要性、有
効性などの

業

評価は高いが、ミニ運

分

動 効性などの評価は高

平

いものの、ミニ
会での

成

人員配置などの効率化

2

は必要 運動会における

0

人員配置などの効率
と

年

考える。 化は必要と考

度

えます。

－ 現状の規模

事

で継続 現状の規模で継

業

続

ミニ運動会や訓練会

分

は、事業内容を ミニ運

進

動会や訓練会は、事業

捗

内容を
精査することに

状

より事業効果を高め 精

況

査することにより事業

主

効果を高め
ていく。 て

な

いきます。

－ 実施計画

取

事業 実施計画事業

組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

的活動、生産活動、社

そ

会との交流促進等の場

の

を提供する障害者地域

他

作業所に対して支援を

　

行
いました。また、障

】

害者自立支援法の施行

【

に伴う法内事業への移

協

行に向け、研修をはじ

働

めとする全体説明会や

：

個別相談を実施し
まし

】

た。

Ａ：成果があがっ

目

た

的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

作

業

業活動等支援事業

福祉

種

部　障がい福祉課

01 類－030104－04 ハ0000 ○ ●

02 基本

ー

目標２　　子育て、長

ド

寿を楽しみ、安心して

ソ

いきいきと暮らせるま

フ

ち
総合計画の

03 ③〈

ト

健康・安心・福祉力〉

根

その人らしく安心でき

拠

る生活を支援する
位置

法

付け
02 2 多様な地

令

域課題に的確かつ総合

等

的に対応する地域密着

対

のサービスを充実する

象

平塚市障害者地域作業

・

所運営等事業補助金交

受

付要綱他

障がい者

□ □

益

□ □

障がい者が地域作

者

業所等に通所しながら

事

、生産活動を通じて社

業

作業活動を通じて就労

期

意欲の向上と社会生活

間

への適応を図るた
会参

委

加し、働く喜びを感じ

託

ています。 め、一般就

、

労が困難な障がい者に

協

就労や生産活動の機会

働

を提供
するなどの支援

【

を行います。

地域作業

委

所等箇所数 箇所

地域作

託

業所等の設置箇所数（

：

小規模通所授産施設２

3

か所を除く）

27 29

セ

16 11 8 8

27 22

ク

通所人数 人

地域作業所

・

等の利用人数（小規模

財

通所授産施設２か所を

団

除く）

470 490 2

企

60 180 130 13

業

0

469 357

①：予

Ｎ

定どおり

一般就労が困

Ｐ

難な障がい者に、創作
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上

作業所運営支

援など 援

位

など 援など 援など 援な

施

ど 援など

0 0 0 0 0 0

策

0

0 119,830 9

へ

2,753 80,19

の

3 55,333 40,

貢

393 0

0 0 0 0 0 0

献

0

0 10,436 8,

高

971 6,936 6,

市

936 6,936 6,

民

936

0 202,19

満

6 171,611 15

足

8,530 107,2

度

35 76,409 11

を

6,802

0 332,

高

462 273,335

め

245,659 169

る

,504 123,73

方

8 123,738

－ －

策

－

0.00 1.50 1

業

.50 1.50 1.1

有

0 1.10 1.10

0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00 0

継

.00 0.00

0 12

続

,587 12,587

に

12,534 9,19

よ

2 9,192 9,19

る

2

0 345,049 2

成

85,922 258,

果

193 178,696

向

132,930 132

上

,930

○ ○ ● ○ ○ ○

の

○

障害者地域作業所は

可

、一般就労の困難な障

能

がい者に対する創作的

性

活動、生産活動など日

低

中活動の場を提供する

そ

重要な社会資源と
して

の

位置付けられているが

他

、障害者自立支援法の

事

施行に伴い、移行が可

業

能な障害者地域作業所

の

については、地域活動

目

支援センタ
ーや個別給

的

付事業への移行を目指

､

します。

法内移行が困

対

難な障害者地域作業所

象

については、県の動向

､

を見ながら補助支援す

内

るとともに、地域活動

容

支援センターや個別給

分

付
事業への移行を推進

高

します。

作業所が法内

受

に移行した後も、障が

益

いのある人が支障な
く

者

地域生活を継続できる

負

よう、移行する作業所

担

と十分な
協議を行い、

､

支援します。

補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 一般就労が困難な障

抽

がい者に対する日中活

出

動を支援する
●□ 社会

総

的資源として、必要性

合

は高いと思われます。

評

■ ○
□
■ 障害者地域作

価

業所の法内移行を推進

市

することにより、障
●

民

■ がい者が、安定した

ニ

経営基盤に基づく良質

ー

のサービスを

□ 受けら

ズ

れることから、有効性

高

は高いと思われます。

事

○
□
□ 現行の障害者地

業

域作業所に対する支援

目

は、県市協調によ
○

■

的

る補助事業となってお

の

り、受益者負担を伴う

達

他の障害福
●

□ 祉サー

成

ビスとの公平性に欠け

状

る面があります。
○

□

況

□ 移行先の法内事業と

必

して地域活動支援セン

要

ターが想定さ
○

□ れま

性

すが、当該事業は市の

市

所管事業であるため、

の

事業ス
●

■ キームの検

関

証が必要です。
○

□

法

与

内事業へ移行した障害

の

者地域作業所の運営状

必

況等を踏まえながら、

要

引き続き障害者地域作

性

業所の法内事業への移

低

行を推進しま
す。

地域

事

作業所運営支地域作業

そ

所運営支地域作業所運

の

営支地域作業所運営支

他

地域作業所運営支地域



36

の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

一般就労が困難な障がい者に、創作 一般就労が困難な障がい者に、創作
的活動、生産活動、社会との交流促 的活動、生産活動、社会との交流促
進等の場を提供する障害者地域作業 進等の場を提供する障害者地域作業
所に対して支援を行った。また、障 所に対して支援を行いました。また
害者自立支援法の施行に伴う法内事 、障害者自立支援法の施行に伴う法
業への移行に向け、研修を始めとす 内事業への移行に向け、研修をはじ
る全体説明会や個別

５

相談を実施した めとす

.

る全体説明会や個別相

事

談を実
。これらにより

業

就労意欲の向上を図 施

展

しました。
った。

現在

開

の障害者地域作業所の

の

運営状況 法内事業へ移

経

行した障害者地域作業

緯

の把握と法内事業への

平

移行推進のた 所の運営

成

状況等を踏まえながら

1

、引
めの支援が課題と

8

なっている。 き続き障

年

害者地域作業所の法内

度

事業
への移行を推進し

事

ます。

－ 縮小して継続

業

縮小して継続

法内移行

分

が困難な障害者地域作

平

業所 法内移行が困難な

成

障害者地域作業所
につ

1

いては、県の動向を見

9

ながら補 については、

年

県の動向を見ながら補

度

助支援するとともに、

事

地域活動支援 助支援す

業

るとともに、地域活動

分

支援
センターや個別給

平

付事業への移行を セン

成

ターや個別給付事業へ

2

の移行を
推進する。 推

0

進します。

－ 実施計画

年

事業 実施計画事業

度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

,200 3,200 3

そ

,200

2,486 3

の

,205

一般就労者数

他

人

ひらつか就労援助セ

　

ンター利用者及び協力

】

事業所で就労している

【

人数

172 185 19

協

0 190 190 190

働

184 173

①：予定

：

どおり

障害者の就労や

】

職場への定着を支援す

目

るため、就労援助セン

的

ターに助成をしました

・

。ひらつか就労援助セ

目

ンターの新規相談者は

標

108名で、内25名

事

が一般就労しました。

業

また、障害者福祉的就

の

労協力事業所奨励金を

概

３事業所に交付し、障

要

がい者の就労機会を
広げました。

Ａ：成果があがった

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

障

業

害者就労促進事業

福祉

種

部　障がい福祉課

01 類－030104－05 ハ0000 ○ ●

02 基本

ー

目標２　　子育て、長

ド

寿を楽しみ、安心して

ソ

いきいきと暮らせるま

フ

ち
総合計画の

03 ③〈

ト

健康・安心・福祉力〉

根

その人らしく安心でき

拠

る生活を支援する
位置

法

付け
02 2 多様な地

令

域課題に的確かつ総合

等

的に対応する地域密着

対

のサービスを充実する

象

神奈川県地域就労援助

・

センター事業実施要綱

受 障がい者

□ □ □ ■

障が

益

い者に就労の機会が広

者

がり、職場に定着して

事

います。 障がい者の就

業

労や職場定着を支援す

期

るため、障がい者本人

間

や就
労援助センター、

委

福祉的就労協力事業所

託

などに助成します。

ひ

、

らつか就労援助センタ

協

ー就労に関する相談窓

働

口設置日数 日

－

360

【

360 360 360 3

委

60 360

360 36

託

0

ひらつか就労援助セ

：

ンター登録者数等 人

ひ

3

らつか就労援助センタ

セ

ー登録者数及び障害者

ク

雇用就労協力事業所就

・

労者数の合計

270 3

財

40 345 350 35

団

5 360

337 354

企

相談件数 件

電話相談・

業

来所等による障害者の

Ｎ

利用実績

2,400 2

Ｐ

,500 2,500 3
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上

支援センター運営支援

位

センター運営支援セン

施

ター運営支援

など など

策

など など など など

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 12,9

の

65 6,790 6,4

貢

80 6,480 6,4

献

80 6,480

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 1,63

市

5 1,954 1,95

民

4 1,954 1,95

満

4

0 12,965 3,

足

455 4,526 4,

度

526 4,526 4,

を

526

0 25,930

高

11,880 12,9

め

60 12,960 12

る

,960 12,960

方

－ － －

0.00 0.9

策

0 0.90 0.95 0

業

.95 0.95 0.9

有

5

0.00 0.00 0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00

0

継

7,552 7,552

続

7,939 7,939

に

7,939 7,939

よ

0 33,482 19,

る

432 20,899 2

成

0,899 20,89

果

9 20,899

● ○ ○

向

○ ○ ○ ○

多くの障がい

上

者を一般就労へ結びつ

の

けることができるよう

可

、ひらつか就労援助セ

能

ンターへの助成を継続

性

します。

ひらつか就労

低

援助センターの利用促

そ

進を図るとともに、障

の

がい者の就労に熱意と

他

理解があり、かつ、福

事

祉的就労の場を提供す

業

る
事業所の拡大を図り

の

ます。

障がい者個々の

目

特性を把握し、就労先

的

からも信頼されて
いる

､

ひらつか就労援助セン

対

ターと連携して、障が

象

い者の
就労を支援しま

､

す。

内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 障がい者の就労の拡

抽

大や職場適応能力の向

出

上を図るため
●□ 、就

総

労に関する相談、訓練

合

、職場開拓などを行う

評

ひらつ

□ か就労援助セ

価

ンターへの支援は必要

市

です。 ○
□
□ ひらつか

民

就労援助センターは、

ニ

障がいに関する専門知

ー

識
●■ や職場開拓に関

ズ

するノウハウを有し、

高

障がい者の就労支

■ 援

事

策として非常に有効で

業

す。 ○
□
■ 事業目的が

目

障害者自立支援法の理

的

念である就労支援であ

の

●
□ り、十分に妥当性

達

は高いと思われます。

成

○
□

○
□
□ 国制度の障

状

害者就業・生活支援セ

況

ンター事業を併設する

必

●
■ ことにより、従来

要

よりも補助金の効率化

性

が図られていま
○

□ す

市

。
○

□

ひらつか就労援

の

助センターの活用と機

関

能強化を図るとともに

与

、障がい者雇用に対す

の

る企業側の理解と雇用

必

の創出を促進します。

要

ひらつか就労援助ひら

性

つか就労援助ひらつか

低

就労援助ひらつか就労

事

援助ひらつか就労援助

そ

ひらつか就労援助

セン

の

ター運営支援センター

他

運営支援センター運営
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

ひらつか就労援助センターの新規相 障害者の就労や職場への定着を支援
談者は１１５名で、内３３名が一般 するため、就労援助センターに助成
就労した。障害者福祉的就労協力事 をしました。ひらつか就労援助セン
業所奨励金については、４事業所に ターの新規相談者は108名で、内25
交付した。これらにより障がい者に 名が一般就労しました。また、障害
就労の機会を広げた。 者福祉的就労協力事業所奨励金を３

事業所に交付し、障がい者の

５

就労機
会を広げました

.

。

平塚市自立支援協議

事

会と連携して、 ひらつ

業

か就労援助センターの

展

活用と
ひらつか就労援

開

助センターの活用と 機

の

能強化を図るとともに

経

、障がい者
機能強化を

緯

図り、障がい者の就労

平

を 雇用に対する企業側

成

の理解と雇用の
促進す

1

る。 創出を促進します

8

。

－ 現状の規模で継続

年

現状の規模で継続

ひら

度

つか就労援助センター

事

の利用促 ひらつか就労

業

援助センターの利用促

分

進を図るとともに、障

平

がい者の就労 進を図る

成

とともに、障がい者の

1

就労
に熱意と理解があ

9

り、かつ、福祉的 に熱

年

意と理解があり、かつ

度

、福祉的
就労の場を提

事

供する事業所の拡大を

業

就労の場を提供する事

分

業所の拡大を
図る。 図

平

ります。

－ 実施計画事

成

業 実施計画事業

20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

けて訓練するための環

そ

境を整えました。

Ｃ：

の

十分に成果をあげるこ

他

とができなかった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

就

業

労移行・就労継続支援

種

事業

福祉部　障がい福

類

祉課

01－03010 ハ4－060000 ○ ●ー

02 基本目標２　　子

ド

育て、長寿を楽しみ、

ソ

安心していきいきと暮

フ

らせるまち
総合計画の

ト

03 ③〈健康・安心・

根

福祉力〉その人らしく

拠

安心できる生活を支援

法

する
位置付け

02 2 

令

多様な地域課題に的確

等

かつ総合的に対応する

対

地域密着のサービスを

象

充実する

障害者自立支

・

援法

障がい者

□ □ □ □

受

就労を望む障がい者に

益

就労の機会が広がり、

者

職場に定着してい 障が

事

い者が地域で自立した

業

就労を希望する自立し

期

た生活を送れ
ます。 る

間

ようにするため、必要

委

な指導・訓練を行うと

託

ともに、就労の
機会や

、

生産活動の機会を提供

協

します。

就労移行・就

働

労継続支援事業所数 箇

【

所

－

7 29 30 30 3

委

0 30

10 27

就労移

託

行・就労継続支援事業

：

利用者数 人

－

50 47

3

0 470 200 200

セ

200

66 178

①：

ク

予定どおり

旧法施設１

・

か所が、就労移行支援

財

、就労継続支援Ａ型及

団

びＢ型に移行し、障害

企

者地域作業所２か所が

業

就労継続支援Ｂ型に移

Ｎ

行し
ました。これによ

Ｐ

り障がい者が就労に向
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上

行支援事業就労移行支

位

援事業

、就労継続支援

施

事、就労継続支援事、

策

就労継続支援事、就労

へ

継続支援事、就労継続

の

支援事、就労継続支援

貢

事

業 業 業 業の推進 業の

献

推進 業の推進

0 1,5

高

68 60,838 12

市

3,609 123,6

民

09 123,609 1

満

23,609

0 596

足

31,690 61,8

度

04 61,804 61

を

,804 61,804

高

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

め

0 0 0 0

0 49,19

る

3 28,133 61,

方

806 61,806 6

策

1,806 61,80

業

6

0 51,357 12

有

0,661 247,2

効

19 247,219 2

性

47,219 247,

継

219

－ － －

0.00

続

2.25 2.25 1.

に

90 1.90 1.90

よ

1.90

0.00 0.

る

00 0.00 0.00

成

0.00 0.00 0.

果

00

0 18,880 1

向

8,880 15,87

上

7 15,877 15,

の

877 15,877

0

可

70,237 139,

能

541 263,096

性

263,096 263

低

,096 263,09

そ

6

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

障が

の

い者の適性と能力に応

他

じた就労形態が選択で

事

きるよう、多様な就労

業

支援メニューの一つと

の

して当該事業を促進し

目

ます。

旧法施設・障害

的

者地域作業所などが当

､

該事業へ移行するため

対

の支援を行います。

通

象

所する障がい者に支障

､

のないよう移行を支援

内

します。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 就労を支援する社会

抽

資源が持つ特徴をいか

出

し、より多く
●□ の障

総

がい者に就労の道を開

合

くための事業として、

評

必要性

■ は高いと思わ

価

れます。 ○
□
□ 障がい

市

者の適性と能力に応じ

民

た就労形態が選択でき

ニ

るよ
●■ う、多様な就

ー

労支援のメニューを整

ズ

備することは有効で

□

高

す。 ○
□
■ 障がい者の

事

意向、障がい特性、生

業

活状況、就業歴に応じ

目

●
□ た適切なサービス

的

の利用を選択すること

の

が可能となるこ
○

□ と

達

から、妥当性は高いと

成

思われます。
○

□
□ 障

状

害者自立支援法施行前

況

の授産施設、福祉工場

必

、地域作
○

□ 業所など

要

の形態から、当該事業

性

に移行するための効果

市

的
●

■ かつ効率的な支

の

援策について検討する

関

必要があります。
○

□

与

障害者地域作業所の法

の

内施設への移行が進む

必

中、障がい者の希望と

要

特性に応じた就労形態

性

が選択できるよう移行

低

に向けた適切な
支援を

事

行います。

就労移行支

そ

援事業就労移行支援事

の

業就労移行支援事業就

他

労移行支援事業就労移



42

の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に

頁

成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

小規模通所授産２箇所が、就労移行 旧法施設１か所が、就労移行支援、
支援及び就労継続支援Ｂ型に移行し 就労継続支援Ａ型及びＢ型に移行し
、身体障害者通所授産１箇所が就労 、障害者地域作業所２か所が就労継
継続支援Ｂ型に移行した。これによ 続支援Ｂ型に移行しました。これに
り障がい者が地域で自立した生活を より障がい者が就労に向けて訓練す
送ることができるように就労移行・ るための環境を整えました。
就

５

労継続支援を推進する

.

ことができ
た。

本市は

事

、障害者地域作業所が

業

多く、 障害者地域作業

展

所の法内施設への移
障

開

がい者の希望と特性に

の

応じた就労 行が進む中

経

、障がい者の希望と特

緯

性
形態が選択できるよ

平

う移行に向けた に応じ

成

た就労形態が選択でき

1

るよう
適切な支援を行

8

いたい。 移行に向けた

年

適切な支援を行います

度

。

－ 現状の規模で継続

事

現状の規模で継続

現在

業

の授産施設、地域作業

分

所などが 旧法施設・障

平

害者地域作業所などが

成

、当該事業へ移行する

1

ための支援を 当該事業

9

へ移行するための支援

年

を行
する。 います。

－

度

実施計画事業 実施計画

事

事業

業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

障がい（児）者に対し

そ

、ホームヘルプ、短期

の

入所、児童ディサービ

他

スなどの介護給付費や

　

移動支援、障がい児タ

】

イムケアな
どの地域生

【

活支援事業の給付費を

協

支給したことにより、

働

日常生活の支援を行う

：

ことができました。

Ａ

】

：成果があがった

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

障

業

害者在宅福祉サービス

種

事業

福祉部　障がい福

類

祉課

01－03010 ハ4－020000 ○ ●ー

02 基本目標２　　子

ド

育て、長寿を楽しみ、

ソ

安心していきいきと暮

フ

らせるまち
総合計画の

ト

03 ③〈健康・安心・

根

福祉力〉その人らしく

拠

安心できる生活を支援

法

する
位置付け

02 2 

令

多様な地域課題に的確

等

かつ総合的に対応する

対

地域密着のサービスを

象

充実する

障害者自立支

・

援法

障がい者

□ □ □ □

受

障がい者が、障がい特

益

性やニーズに応じた各

者

種の在宅サービス 在宅

事

障がい（児）者の日常

業

生活を支援するため、

期

ホームヘルプ
を受けて

間

地域で安心して生活し

委

ています。 、短期入所

託

、児童デイサービスな

、

どの介護給付費等の支

協

給や障
がい特性に応じ

働

た移動などの支援、障

【

がい児タイムケア事業

委

な
どを実施します。

支

託

給決定数・利用登録者

：

数 人

－

5,500 7,

3

500 7,550 13

セ

,000 13,000

ク

13,000

7,48

・

5 13,310

在宅福

財

祉サービス利用者数 人

団

－

2,300 2,35

企

0 2,400 2,40

業

0 2,400 2,40

Ｎ

0

2,039 2,12

Ｐ

5

①：予定どおり

在宅
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上

訓練等介護給付、訓練

位

等介護給付、訓練等介

施

護給付、訓練等介護給

策

付、訓練等介護給付、

へ

訓練等

給付、地域生活

の

支給付、地域生活支給

貢

付、地域生活支給付、

献

地域生活支給付、地域

高

生活支給付、地域生活

市

支

援事業 援事業 援事業

民

援事業 援事業 援事業

0

満

181,418 293

足

,454 345,60

度

5 345,605 34

を

5,605 345,6

高

05

0 75,486 1

め

70,671 205,

る

967 205,967

方

205,967 205

策

,967

0 0 0 0 0 0

業

0

0 0 0 0 0 0 0

0 1

有

96,163 253,

効

903 270,973

性

270,973 270

継

,973 270,97

続

3

0 453,067 7

に

18,028 822,

よ

545 822,545

る

822,545 822

成

,545

－ － －

0.0

果

0 5.30 5.30 4

向

.60 4.60 4.6

上

0 4.60

0.00 0

の

.00 0.00 0.0

可

0 0.00 0.00 0

能

.00

0 44,473

性

44,473 38,4

低

38 38,438 38

そ

,438 38,438

の

0 497,540 76

他

2,501 860,9

事

83 860,983 8

業

60,983 860,

の

983

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

目

障がいのある方のニー

的

ズや地域の特性をいか

､

した地域生活支援事業

対

の充実を図ります。

障

象

害者自立支援法の抜本

､

的見直しに伴う、各種

内

在宅サービスの適正な

容

運用を図ります。

度重

分

なる制度の見直しを踏

高

まえ、国・県の動向を

受

見極め
ながら、障がい

益

のある方への有効なサ

者

ービス提供を推進
しま

負

す。

担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 国で義務付けた障が

抽

い福祉サービスはもと

出

より、障害の
●□ ある

総

方の地域生活を支える

合

市町村が実施主体とな

評

る地域

■ 生活支援事業

価

の実施は、市民ニーズ

市

があり、市が関与す ○

民

□ る必要性が高いと思

ニ

われます。

□ 市町村が

ー

実施主体となる地域生

ズ

活支援事業については

高

、
●■ 障がいのある方

事

のニーズや地域の特性

業

に合った施策を展

□ 開

目

していることから、有

的

効性は高いと思われま

の

す。 ○
□
■ 障害のある

達

方が各種の在宅サービ

成

スを受けることで、地

状

●
□ 域で安心して生活

況

できることから、妥当

必

性は高いと思わ
○

□ れ

要

ます。
○

□
□ 地域生活

性

支援事業においては、

市

利用を希望するサービ

の

ス
○

□ が確保され、か

関

つ、目的に合った良質

与

のサービスが提供
●

■

の

されるよう、必要によ

必

って事業手法を検討す

要

る必要があ
○

□ ります

性

。

障害者自立支援法の

低

仕組みのもとで、より

事

多くの人がより適した

そ

在宅サービスを利用で

の

きるよう当該事業を実

他

施します。

介護給付、
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

在宅障がい（児）者に対し、ホーム 在宅障がい（児）者に対し、ホーム
ヘルプ、短期入所、児童ディサービ ヘルプ、短期入所、児童ディサービ
スなどの介護給付費や、移動支援、 スなどの介護給付費や移動支援、障
障がい児タイムケアなどの地域生活 がい児タイムケアなどの地域生活支
支援事業の給付費を支給したことに 援事業の給付費を支給したことによ
より、日常生活の支援を行うことが り、日常生活の支援を行うことがで
できた。 き

５

ました。

障害者自立支

.

援法の仕組みのもとで

事

障害者自立支援法の仕

業

組みのもとで
、より多

展

くの人がより適した在

開

宅サ 、より多くの人が

の

より適した在宅サ
ービ

経

スを利用できるよう当

緯

該事業を ービスを利用

平

できるよう当該事業を

成

実施する。 実施します

1

。

－ 現状の規模で継続

8

現状の規模で継続

障害

年

者自立支援法の抜本的

度

見直しに 障害者自立支

事

援法の抜本的見直しに

業

伴う、各種在宅サービ

分

スの適正な運 伴う、各

平

種在宅サービスの適正

成

な運
用を図る。 用を図

1

ります。

－ 実施計画事

9

業 実施計画事業

年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

通園センターのマンパ

そ

ワーを活用すること
で

の

、経過観察グループ、

他

市内幼稚園・保育所へ

　

の巡回相談を充実する

】

ことができました。ま

【

た、障がいがあること

協

で子育て支援
センター

働

などに行きづらさを感

：

じている親への子育て

】

支援として「子育て交

目

流ひろば」の実施や、

的

保護者に対するメンタ

・

ルサポ
ート事業として

目

「お母さんのためのワ

標

ークショップ」を実施

事

し、支援体制を充実す

業

ることができました。

の

Ａ：成果があがった

概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

地

業

域療育システム事業

健

種

康・こども部　こども

類

家庭課

01－0301 ハ04－030000 ○ ー ●

02 基本目標２　　

ド

子育て、長寿を楽しみ

ソ

、安心していきいきと

フ

暮らせるまち
総合計画

ト

の
03 ③〈健康・安心

根

・福祉力〉その人らし

拠

く安心できる生活を支

法

援する
位置付け

02 2

令

 多様な地域課題に的

等

確かつ総合的に対応す

対

る地域密着のサービス

象

を充実する

未就学児

□

・

□ □ □

心身の障がいや

受

発達に疑いのある子供

益

とその保護者が、早期

者

か 障がいの早期発見、

事

適切な早期療育のため

業

、専門職が心身の障
ら

期

適切な生活指導や機能

間

訓練を受けています。

委

がいや発達に疑いのあ

託

る子供の相談を受け、

、

医師や理学療法士
など

協

と、早期に適切な生活

働

指導や機能訓練を実施

【

します。

相談窓口開設

委

日数 日

－

240 245

託

245 245 245 2

：

45

245 243

相談

3

延べ件数 件

来所等によ

セ

る利用実績

1,600

ク

2,200 2,250

・

2,250 2,250

財

2,250

2,151

団

2,082

①：予定ど

企

おり

平成１９年度に引

業

き続き、民間児童デイ

Ｎ

サービス事業所の活力

Ｐ

導入を推進し、平塚市



53

上

できるよう働きかけ、

位

機
○

□ 関自身の相談支

施

援機能を強化する必要

策

があります。

必要性、

へ

有効性の観点から、相

の

談者が増加しても質の

貢

確保は必要であり、通

献

園センターとの連携を

高

より強化し、組織の一

市

体的な
運用を今後も図

民

る必要があります。ま

満

た、幼稚園・保育所・

足

民間機関などの支援を

度

していくことで、直接

を

支援の可能性を広げて

高

いく必要があります。

め

療育相談室におけ療育

る

相談室におけ療育相談

方

室におけ療育相談室に

策

おけ療育相談室におけ

業

療育相談室におけ

る生

有

活指導、機能る生活指

効

導、機能る生活指導、

性

機能る生活指導、機能

継

る生活指導、機能る生

続

活指導、機能

訓練など

に

訓練など 訓練など 訓練

よ

など 訓練など 訓練など

る

0 0 1,947 0 0 0

成

0

0 0 1,221 0 0

果

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

向

0 0 0 0 0 0

0 12,

上

236 8,821 14

の

,121 14,121

可

14,121 14,1

能

21

0 12,236 1

性

1,989 14,12

低

1 14,121 14,

そ

121 14,121

－

の

－ －

0.00 2.15

他

2.15 2.85 2.

事

85 2.85 2.85

業

0.00 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

目

0.00 0.00

0 1

的

8,041 18,04

､

1 23,815 23,

対

815 23,815 2

象

3,815

0 30,2

､

77 30,030 37

内

,936 37,936

容

37,936 37,9

分

36

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

現

高

状の規模で継続してい

受

きます。
発達障がいを

益

疑われる子どもと保護

者

者への支援体制や関係

負

機関との連携を検討す

担

るとともに、巡回相談

､

の更なる充実を目指し

補

ま
す。

専門支援スタッ

助

フの相談体制をより充

額

実させるための配置に

妥

ついて評価、検討しま

当

す。軽度発達障がい、

性

就園児の支援について

中

、支援のあり方を検討

業

します。民間の児童デ

務

イサービス事業所との

の

連携について評価し、

執

対応を検討します。障

行

がい児を持つ母
へのメ

体

ンタルサポート事業に

制

ついて評価し、更なる

(

充実を目指します。
子

人

育ての中でも特に困り

員

感や不安が大きいと推

配

測される
療育相談の対

置

象の親子への支援は、

､

二次障がいの予防や
児

業

童虐待の防止、自殺の

務

防止などの観点からも

分

有効です
。具体的な積

担

み重ねとその評価など

)

により、更に支援を
充

低

実します。

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 相談者が質の高い療

抽

育を求めていることか

出

ら必要性は高
●□ く、

総

また、相談者が幼稚園

合

・保育所に在籍してい

評

るケー

□ スも増加して

価

いることから、巡回相

市

談や軽度発達障害、 ○

民

□ 就園後の相談ニーズ

ニ

が高まってきています

ー

。

■ 課題のある子ども

ズ

の対応（育児）のしや

高

すさにもつなが
●■ り

事

、子育て支援、虐待予

業

防、親の精神障害予防

目

の観点か

■ らも相談の

的

有効性があるほか、早

の

期発見、相談により、

達

○
□ 子ども自身への発

成

達支援、二次障がい予

状

防となります。

□ 相談

況

件数や巡回相談のニー

必

ズが増加しており、初

要

回相談
○

□ や巡回スタ

性

ッフの充足が必要です

市

。また、専門支援スタ

の

●
■ ッフの職種が増え

関

たことで、対応幅は広

与

がった一方、相
○

□ 談

の

増加に対し対応可能な

必

時間が不足しています

要

。

■ 民間活力の導入で

性

相談やマンパワーの効

低

率化が図られま
○

□ す

事

が、そのためには民間

そ

機関が専門スタッフの

の

いる療育
●

■ 相談室を

他

必要時に主体的に活用
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の

す。軽度発達障がい、

展

就
就園児の支援につい

開

て、支援のあり 園児の

平

支援について、支援の

成

あり方
方を検討してい

2

く。民間の児童デイ を

1

検討します。民間の児

年

童デイサー
サービス事

度

業所との連携について

へ

評 ビス事業所との連携

の

について評価し
価し、

展

対応を検討していく。

開

障がい 、対応を検討し

平

ます。障がい児を持
児

成

を持つ母へのメンタル

2

サポート事 つ母へのメ

2

ンタルサポート事業に

年

つ
業について評価し、

度

更なる充実を目 いて評

へ

価し、更なる充実を目

の

指しま
指す。 す。

－ 実

展

施計画事業 実施計画事

開

業

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

民間児童デイサービス事業所の活力 平成１９年度に引き続き、民間児童
導入により縮小した平塚市通園セン デイサービス事業所の活力導入を推
ターのマンパワーを活用することで 進し、平塚市通園センターのマンパ
、経過観察グループ、市内幼稚園・ ワーを活用することで、経過観察グ
保育所への巡回相談を充実すること ループ、市内幼稚園・保育所への巡
ができた。また、理学療法士の勤務 回相談を充実することができました
日数を振り分けるこ

５

とで、臨床心理 。また

.

、障がいがあることで

事

子育て
士の配置体制を

業

週５日とし、新たに 支

展

援センターなどに行き

開

づらさを感
作業療法士

の

、言語聴覚士を配置し

経

た じている親への子育

緯

て支援として「
。障が

平

いがあることで一般の

成

子育て 子育て交流ひろ

1

ば」の実施や、保護
支

8

援センターなどに行き

年

づらさを感 者に対する

度

メンタルサポート事業

事

と
じている親への子育

業

て支援として「 して「

分

お母さんのためのワー

平

クショ
子育て交流ひろ

成

ば」を開始し、支援 ッ

1

プ」を実施し、支援体

9

制を充実す
体制を充実

年

することができた。 る

度

ことができました。

必

事

要性、有効性の観点か

業

ら、相談者 必要性、有

分

効性の観点から、相談

平

者
が増加しても質の確

成

保は必要であり が増加

2

しても質の確保は必要

0

であり
、通園センター

年

との連携をより強化 、

度

通園センターとの連携

事

をより強化
し、組織の

業

一体的な運用を今後も

分

図 し、組織の一体的な

進

運用を今後も図
る必要

捗

がある。また、幼稚園

状

・保育 る必要がありま

況

す。また、幼稚園・
所

主

・民間機関などの支援

な

をしていく 保育所・民

取

間機関などの支援をし

組

て
ことで、直接支援の

と

可能性を広げて いくこ

成

とで、直接支援の可能

果

性を広
いく。 げていく

検

必要があります。

－ 現

証

状の規模で継続 現状の

結

規模で継続

専門支援ス

果

タッフの相談体制をよ

平

り 専門支援スタッフの

成

相談体制をより
充実さ

2

せるための配置につい

0

て評価 充実させるため

年

の配置について評価
、

度

検討していく。軽度発

へ

達障がい、 、検討しま
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Ｏ

数÷特定保健指導対象

そ

者数×100

－ 25 3

の

0 35 40 45

－ 6

メ

他

タボリッククシンドロ

　

ームの該当者及び予備

】

群減少率 ％

（１－当該

【

年度のメタボリックシ

協

ンドロームの該当者及

働

び予備群の数÷基準年

：

度（平成20年度）の

】

メタ
ボリックシンドロ

目

ームの該当者及び予備

的

群の数）×100

－ －

・

1 3 5 10

－ －

計画策

目

定進捗率 ％

100 － －

標

－ －

100 －

③

事

：遅れている

事業の周

業

知及び他の検診等との

の

連携が不足していたた

概

め

健康課及び高齢福祉

要

課と連携し、特定健診（特定健診の一環として実施した人間ドック助成事業を含む）・特定保健指導を実施
しました。

Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

国

業

民

種

査等事務事業

健康・こ

類

ども部　保険年金課・

ハ

健康課

03－0802 ー01－010100 ○ ド ●

02 基本目標２　　

ソ

子育て、長寿を楽しみ

フ

、安心していきいきと

ト

暮らせるまち
総合計画

根

の
03 ③〈健康・安心

拠

・福祉力〉その人らし

法

く安心できる生活を支

令

援する
位置付け

02 2

等

 多様な地域課題に的

対

確かつ総合的に対応す

象

る地域密着のサービス

・

を充実する

高齢者の医

受

療の確保に関する法律

益

第２０条及び第２４条

者

、国民健康保険法第８

事

２条、国民健康保険条

業

例第７条

平塚市国民健 期康保険被保険者

□ ■ □

間

□

被保険者の疾病（特

委

に生活習慣病）予防、

託

健康の保持増進を図 被

、

保険者に対して、より

協

健康的な生活習慣へと

働

行動変容を促し
ります

【

。 、糖尿病などの生活

委

習慣病の有病者・予備

託

群を減少させるため
、

：

内臓脂肪症候群に着目

3

した健診・保健指導を

セ

実施します。

特定健康

ク

診査実施率 ％

特定健診

・

受診者数÷当該年度当

財

初における40歳以上

団

の国民健康保険加入者

企

数×100

－ 35 40

業

50 60 65

－ 12.

Ｎ

4

特定保健指導実施率

Ｐ

％

特定保健指導利用者

100285
タイプライターテキスト
特定健診・特定保健指導事業

100285
タイプライターテキスト

100285
タイプライターテキスト
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上

,154 51,946

位

57,141

0 0 28

施

,974 36,362

策

44,154 51,9

へ

46 57,141

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 19,

貢

072 155,433

献

232,106 273

高

,066 300,37

市

2

0 0 0 0 0 0 0

0 0

民

77,020 228,

満

157 320,414

足

376,958 414

度

,654

－ － －

0.0

を

0 2.51 2.51 2

高

.51 3.20 4.0

め

0 4.80

0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0 0.00 0.00 0

策

.00

0 21,062

業

21,062 20,9

有

74 26,740 33

効

,424 40,109

性

0 21,062 98,

継

082 249,131

続

347,154 410

に

,382 454,76

よ

3

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

平塚

る

市国民健康保険特定健

成

康診査・特定保健指導

果

実施計画に基づき健診

向

・保険指導の受診者・

上

利用者を増加させ、メ

の

タボリック
シンドロー

可

ム該当者及び予備群を

能

減少させます。

平塚市

性

国民健康保険特定健康

低

診査・特定保健指導実

そ

施計画の目標値に近づ

の

けるため、平成２０年

他

度に実施した事業の評

事

価を行い
、より効果の

業

ある実施方法の検討を

の

行います。

「高齢者の

目

医療の確保に関する法

的

律」により、保険者（

､

市）による生活習慣病

対

に着目した健診・保健

象

指導の義務
化が図られ

､

ました。市民の健康を

内

保持増進するため重要

容

な施策であり、また中

分

長期的には医療費適正

高

化にもつな
がることか

受

ら、健診結果に基づき

益

メタボリックシンドロ

者

ーム該当者及び予備群

負

への効果的な保健指導

担

等の実施は
必要なもの

､

と評価します。

補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 法令等に基づく事務

抽

のため、市として関与

出

する必要があ
●■ りま

総

す。

■ ○
□
■ 法令等に

合

基づく事務であり、メ

評

タボリッククシンドロ

価

ー
●■ ムの予防という

市

点からも有効性が高い

民

と思われます。

□ ○
□

ニ

■ 保険年金課、高齢福

ー

祉課、健康課の各課が

ズ

連携して事業
●

□ を推

高

進しており、業務の執

事

行体制の面からも妥当

業

性が高
○

■ いと思われ

目

ます。
○

□
□ 特定保健

的

指導の実施は、一部で

の

民間活力の活用（アウ

達

ト
○

□ ソーシング）を

成

行い、コストの削減、

状

民間ノウハウの活
●

■

況

用を図ります。
○

□

増

必

加を見込む対象者数に

要

対応し、かつ、効率的

性

・効果的な実施方法を

市

検討します。

計画策定

の

及び実施内臓脂肪症候

関

群に内臓脂肪症候群に

与

内臓脂肪症候群に内臓

の

脂肪症候群に内臓脂肪

必

症候群に

方法の周知 着

要

目した健診・保着目し

性

た健診・保着目した健

低

診・保着目した健診・

事

保着目した健診・保

健

そ

指導 健指導 健指導 健指

の

導 健指導

0 0 28,9

他

74 36,362 44
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に

頁

成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

関係部署（健康課、高齢福祉課）と 健康課及び高齢福祉課と連携し、特
連携し、「平塚市国民健康保険特定 定健診（特定健診の一環として実施
健康診査・特定保健指導実施計画」 した人間ドック助成事業を含む）・
を策定したことにより、平成２０年 特定保健指導を実施しました。
度から実施する特定健診・特定保健
指導の準備を行うことができた。

増加を見込む対象者数に対応し、か 増加を見込む対象者数に対応し、か
つ

５

、効率的・効果的な実

.

施方法を検 つ、効率的

事

・効果的な実施方法を

業

検
討します。 討します

展

。

－ 現状の規模で継続

開

拡大して継続

平塚市国

の

民健康保険特定健康診

経

査・ 平塚市国民健康保

緯

険特定健康診査・
特定

平

保健指導実施計画の目

成

標値に近 特定保健指導

1

実施計画の目標値に近

8

づけるため、平成２０

年

年度に実施し づけるた

度

め、平成２０年度に実

事

施し
た事業の評価を行

業

い、より効果のあ た事

分

業の評価を行い、より

平

効果のあ
る実施方法の

成

検討を行う。 る実施方

1

法の検討を行います。

9

－ 実施計画事業 実施計

年

画事業

度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

の健康教育を行うとと

そ

もに、がんの早期発見

の

のため、がん検診の受

他

診率の向上を図りまし

　

た。これらによ
り市民

】

の健康保持や増進を図

【

ることができました。

協

Ｂ：おおむね成果があ

働

がった

： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

健

業

康増進事業

健康・こど

種

も部　健康課

01－0 類40102－0200 ハ00 ○ ●

02 基本目標

ー

２　　子育て、長寿を

ド

楽しみ、安心していき

ソ

いきと暮らせるまち
総

フ

合計画の
03 ③〈健康

ト

・安心・福祉力〉その

根

人らしく安心できる生

拠

活を支援する
位置付け

法

02 2 多様な地域課

令

題に的確かつ総合的に

等

対応する地域密着のサ

対

ービスを充実する

健康

象

増進法

２０歳以上の市・ 民

□ □ □ ■ 医師

生活習

受

慣病の予防により、市

益

民の健康増進が図られ

者

ています。 生活習慣病

事

の予防のため、知識の

業

普及・啓発を目的とし

期

た健康
教室を開催しま

間

す。また、病気の早期

委

発見とその原因となる

託

生
活習慣の改善のため

、

、各種健（検）診を実

協

施します。

健康教室の

働

開催 回

健康教室の回数

【

66 80 100 100

委

100 100

100 1

託

03

がん検診受診者数

：

人

－

33,800 35

3

,500 35,500

セ

36,100 36,7

ク

00 37,300

36

・

,209 30,803

財

がん検診受診率 ％

受診

団

者数÷延べ対象人数×

企

100

15 15 15 1

業

5 16 16

14.4 1

Ｎ

3.3

①：予定どおり

Ｐ

生活習慣病の予防など
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上

528 4,528 4,

位

528 4,528

0 0

施

0 0 0 0 0

0 168 2

策

67 478 478 47

へ

8 478

0 321,7

の

62 163,462 1

貢

72,681 172,

献

681 172,681

高

172,681

0 32

市

3,098 165,7

民

90 177,687 1

満

77,687 177,

足

687 177,687

度

－ － －

0.00 3.4

を

5 3.45 3.40 3

高

.40 3.40 3.4

め

0

0.00 0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0 0.00 0.00

0

策

28,949 28,9

業

49 28,411 28

有

,411 28,411

効

28,411

0 352

性

,047 194,73

継

9 206,098 20

続

6,098 206,0

に

98 206,098

●

よ

○ ○ ○ ○ ○ ○

生活習慣

る

病の予防のためにも、

成

現状の規模を維持し、

果

継続して事業を行うこ

向

とが必要になります。

上

受診率向上や有効な検

の

診を実施するために、

可

市民周知、実施方法等

能

の見直しを検討します

性

。

制度変更から２年目

低

となる特定健診や後期

そ

高齢者健診で
、課題も

の

明らかになってきたこ

他

とから、今後もがん検

事

診
等も含め、市民への

業

周知等充実しながら、

の

引き続き実施
すること

目

が重要であると考えま

的

す。

､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 健康増進法に基づき

抽

実施している事業のた

出

め、必要性は
●□ 高い

総

と思われます。

■ ○
□

合

□ 継続して事業を行う

評

ことにより、健康や疾

価

病予防への意
●■ 識を

市

高めることができるこ

民

とから、有効性は高い

ニ

と思わ

■ れます。 ○
□

ー

■ 適正な受益者負担や

ズ

対象者、条件を含め検

高

討する必要が
○

■ あり

事

ます。
●

□
○

□
□ 民間

業

委託の可能性を含め、

目

事業形態を再検討しコ

的

スト削
○

■ 減等に取り

の

組む必要があります。

達

●
■

○
□

今後、ますま

成

す高齢化が進むことが

状

予想されるため、負担

況

金免除の基準や受益者

必

負担金の見直しも必要

要

になります。

健康教育

性

、がん検健康教育、が

市

ん検健康教育、がん検

の

健康教育、各種が健康

関

教育、各種が健康教育

与

、各種が

診、基本健康

の

診査診、基本健康診査

必

診、健康診査事業ん検

要

診、各種健康ん検診、

性

各種健康ん検診、各種

低

健康

事業など 事業など

事

など 診査事業など 診査

そ

事業など 診査事業など

の

0 584 0 0 0 0 0

0

他

584 2,061 4,
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

生活習慣病の予防などの健康教育を 生活習慣病の予防などの健康教育を
行った。また、病気やがんの早期発 行うとともに、がんの早期発見のた
見のため基本健診やがん検診の受診 め、がん検診の受診率の向上を図り
率の向上を図った。これらにより市 ました。これらにより市民の健康保
民の健康保持や増進を図ることがで 持や増進を図ることができました。
きた。

今後、ますます高齢化が進むことが 今後、ますます高齢化が進むことが
予想

５

されるため、負担金免

.

除の基準 予想されるた

事

め、負担金免除の基準

業

や受益者負担金の見直

展

しも必要にな や受益者

開

負担金の見直しも必要

の

にな
る。 ります。

－ 現

経

状の規模で継続 現状の

緯

規模で継続

受診率向上

平

や有効な検診を実施す

成

る 受診率向上や有効な

1

検診を実施する
ために

8

、市民周知、実施方法

年

等の見 ために、市民周

度

知、実施方法等の見
直

事

しを検討する。 直しを

業

検討します。

－ 実施計

分

画事業 実施計画事業

平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

回数の会議を開催する

そ

ことができませんでし

の

たが、平成２０年度以

他

降のスケジュールの確

　

認や全体の枠組みを定

】

めるこ
とにより、計画

【

策定に向けて準備を進

協

めることができました

働

。

Ｂ：おおむね成果が

：

あがった

】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

健

業

康増進計画策定事業

健

種

康・こども部　健康課

類01－040102－ ハ030000 ○ ●

02

ー

基本目標２　　子育て

ド

、長寿を楽しみ、安心

ソ

していきいきと暮らせ

フ

るまち
総合計画の

03

ト

③〈健康・安心・福祉

根

力〉その人らしく安心

拠

できる生活を支援する

法

位置付け
02 2 多様

令

な地域課題に的確かつ

等

総合的に対応する地域

対

密着のサービスを充実

象

する

健康増進法第８条

・

第２項

市民 平成１９年受 度 ～ 平成２１年度益

□ □ □ ■ 関係機関

市の

者

健康課題や健康目標を

事

明確にし、健康増進法

業

に基づく健康 生涯を通

期

じた市民の健康増進を

間

図るため、健康増進計

委

画を策定
増進計画が策

託

定されています。 し、

、

各種制度間の事業の連

協

携やライフステージご

働

との目標を設
定するな

【

ど、健康づくり・疾病

委

予防をさらに効果的に

託

推進しま
す。

健康増進

：

計画策定会議開催回数

3

回

－

3 3 3

1 1

計画策

セ

定進捗率 ％

H19：検

ク

討5％、H20：アン

・

ケート25％、H21

財

：策定完了70％

5 3

団

0 100

4 30

②：若

企

干遅れている

情報収集

業

に時間がかかり、予定

Ｎ

どおり会議が開催でき

Ｐ

なかったため

想定した
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上

.10 1.10 1.1

位

0 0.00 0.00

0

施

.00 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00 0

へ

.00 0.00

0 9,

の

231 9,231 9,

貢

192 9,192 0 0

献

0 9,231 9,91

高

2 9,747 9,19

市

2 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

民

平成21年度中に健康

満

増進計画の策定への目

足

途が立つため、本事業

度

は終了します。

策定さ

を

れた健康増進計画を市

高

民周知します。

策定し

め

た健康増進計画に基づ

る

き、健康で長寿を目指

方

す平
塚市実現のため、

策

市民とともに各施策の

業

実施を図ります
。

有効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 市の健康課題や健康

抽

目標を明確にし、市民

出

のニーズであ
●□ る健

総

康寿命を延ばすために

合

必要です。

□ ○
□
■ 国

評

の「健康日本２１」、

価

県の「かながわ健康プ

市

ラン２１
●□ 」を受け

民

て平塚市版“健康プラ

ニ

ン２１”を策定するこ

ー

と

□ により、健康目標

ズ

を明確にすることから

高

、有効であると ○
□ 思

事

われます。

■ 市民に生

業

涯を通じた健康増進を

目

推進するため、健康課

的

題
●

□ や健康目標を明

の

確にするものであり、

達

妥当であると思わ
○

□

成

れます。
○

□
□ 健康課

状

題について、地域で行

況

っている運動クラブな

必

どで
●

□ の事業実施時

要

に意見を聴取すること

性

とし、効率化を図っ
○

市

■ ています。
○

□

計画

の

策定に向け、上位施策

関

の内容を踏まえて市民

与

のニーズにあった計画

の

づくりを推進します。

必

検討 アンケート実施 計

要

画策定・印刷配

布

0 0

性

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

低

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

事

0 0 0 0 0 0

0 0 68

そ

1 555 0 0 0

0 0 6

の

81 555 0 0 0

－ －

他

－

0.00 1.10 1



78

の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ

頁

：おおむね成果があがった

－ ③：遅れている ②：若干遅れている

想定した回数の会議を開催すること 想定した回数の会議を開催すること
ができなかったが、平成20年度以降 ができませんでしたが、平成２０年
のスケジュールの確認や全体の枠組 度以降のスケジュールの確認や全体
みを定めることにより、計画策定に の枠組みを定めることにより、計画
向けて準備を進めることができた。 策定に向けて準備を進めることがで

きました。

計画策定に向け、上位施策の内容を 計画策定に向け、上

５

位施策の内容を
踏まえ

.

て平塚市民のニーズに

事

あった 踏まえて市民の

業

ニーズにあった計画
計

展

画づくりを推進してい

開

く。 づくりを推進しま

の

す。

－ 現状の規模で継

経

続 終了

アンケートの分

緯

析を行い、計画策定 策

平

定された健康増進計画

成

を市民周知
に向け検討

1

・協議を行う。 します

8

。

－ 実施計画事業 －

年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

40％、H21：啓発

そ

用冊子作成・配布20

の

％

40 80 100

40

他

70

①：予定どおり

「

　

食育推進のための実態

】

調査」の実施によるデ

【

ータ把握を行うととも

協

に、各推進会議を開催

働

し、食育推進計画の策

：

定に向けて骨
子案の準

】

備を進めることができ

目

ました。

Ｂ：おおむね

的

成果があがった

・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

食

業

育推進事業

健康・こど

種

も部　健康課

01－0 類40102－0400 ハ00 ○ ●

02 基本目標

ー

２　　子育て、長寿を

ド

楽しみ、安心していき

ソ

いきと暮らせるまち
総

フ

合計画の
03 ③〈健康

ト

・安心・福祉力〉その

根

人らしく安心できる生

拠

活を支援する
位置付け

法

02 2 多様な地域課

令

題に的確かつ総合的に

等

対応する地域密着のサ

対

ービスを充実する

食育

象

基本法

市民

□ □ □ ■ 地

・

域活動団体等との協働

受

市民が生涯にわたり健

益

全な心身を培い、豊か

者

な人間性をはぐく みん

事

なが様々な経験を通じ

業

て「食」に関する正し

期

い知識と望ま
むことが

間

できるために、子ども

委

の食育、成人の生活習

託

慣病など しい食習慣を

、

身につけ、健全な食生

協

活を送ることができる

働

よう
の予防、高齢者の

【

健全な食生活、食の安

委

全性、食文化の継承な

託

にするため、食育推進

：

計画を諸団体と連携し

3

、策定・推進しま
どそ

セ

れぞれの分野の食育に

ク

関心が高まっています

・

。 す。　　　

平塚市食

財

育推進計画策定専門部

団

会及びワーキング開催

企

回数 回

－

3 4 3

4 4

食

業

育推進計画策定･運用

Ｎ

進捗率 ％

H19：検討

Ｐ

40％、H20：策定
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上

0

0 498 375 43

位

6 436 0 0

0 498

施

375 436 436 0

策

0

－ － －

0.00 0.

へ

55 0.55 1.20

の

1.20 0.00 0.

貢

00

0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

0 4,616 4,61

民

6 10,028 10,

満

028 0 0

0 5,11

足

4 4,991 10,4

度

64 10,464 0 0

を

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

食育推

高

進計画策定後は、計画

め

事業の普及、推進、管

る

理となります。

食育推

方

進計画の周知、事業の

策

確実な推進を行います

業

。

食育推進計画の策定

有

後は、事務事業として

効

計画の周知を
図るとと

性

もに、市民ぐるみの活

継

動の広がりにつなげる

続

施
策の実施が必要と考

に

えます。

よる成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 市民ニーズの高まり

抽

とともに、食育基本法

出

の努力義務と
●□ して

総

の位置づけられるもの

合

であり、必要性が高い

評

と思わ

■ れます。 ○
□

価

■ 食育基本法にも位置

市

づけられているほか、

民

食育に関する
●■ 市民

ニ

ニーズが高まっており

ー

、子どもの成人病予防

ズ

などの

■ 観点からも、

高

有効性は高いと思われ

事

ます。 ○
□
■ 子どもか

業

ら成人を対象にした多

目

方面からの取組であり

的

、
●

□ 妥当性は高いと

の

思われます。
○

□
○

□

達

□ 市民・団体、企業等

成

の多岐にわたる主体と

状

の連携が必要
○

□ とな

況

ります。
●

□
○

■

各課

必

の関係機関や市民団体

要

等ごとの役割分担と、

性

市民一人一人の食に対

市

する安全、食育への関

の

心を次世代へ伝えるこ

関

と、また事
業を推進し

与

ていく上での地域住民

の

との協働が課題です。

必

　

検討・アンケート計

要

画策定・印刷配啓発冊

性

子作成・配食育推進委

低

員会の

実施など 布など

事

布など 開催、啓発冊子

そ

の

配布

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

他

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

「食育のための実態調査」の実施に 「食育推進のための実態調査」の実
よるデータ把握を行うとともに、各 施によるデータ把握を行うとともに
推進会議を開催し、食育推進基本計 、各推進会議を開催し、食育推進計
画の策定に向けて準備を進めること 画の策定に向けて骨子案の準備を進
ができた。 めることができました。

各課の関係機関や市民団体等ごとの 各課の関係機関や市民団体等ごとの
役割分担と、市民一人一人の食に対 役割分担と

５

、市民一人一人の食に

.

対
する安全、食育への

事

関心を次世代へ する安

業

全、食育への関心を次

展

世代へ
伝えること、ま

開

た事業を推進してい 伝

の

えること、また事業を

経

推進してい
く上での地

緯

域住民との協働が課題

平

で く上での地域住民と

成

の協働が課題で
ある。

1

　 す。　

－ 現状の規模

8

で継続 現状の規模で継

年

続

食育推進事業計画の

度

周知、事業の確 食育推

事

進計画の周知、事業の

業

確実な
実な推進を行う

分

。 推進を行います。

－

平

実施計画事業 事務事業

成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ



88

Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

高

業

度医療器械等整備事業

種

市民病院　病院総務課

類00－xxxxxx－ ハxx0000 ● ○

02

ー

基本目標２　　子育て

ド

、長寿を楽しみ、安心

ソ

していきいきと暮らせ

フ

るまち
総合計画の

03

ト

③〈健康・安心・福祉

根

力〉その人らしく安心

拠

できる生活を支援する

法

位置付け
02 2 多様

令

な地域課題に的確かつ

等

総合的に対応する地域

対

密着のサービスを充実

象

する

市民

□ □ □ □

地域

・

において良質で安全な

受

医療の提供が受けられ

益

る状態となっ 医療水準

者

の確保と良質な医療を

事

提供するため、高度医

業

療器械な
ています。 ど

期

の整備を行います。

高

間

度医療器械等整備台数

委

台

－

30 30 30 30

託

30 30

58 66

入院

、

患者１日１人当たりの

協

収益増加率 ％

収益金額

働

の前年比増加率

1 1 1

【

1 1 1

9.6 -1.5

委

①：予定どおり

デジタ

託

ルガンマカメラ、マル

：

チカラーレーザー光凝

3

固装置、人工呼吸器な

セ

ど６６台の高度医療機

ク

器を購入・整備したこ

・

とにより
、良質な医療

財

を提供することができ

団

ました。

Ｃ：十分に成

企

果をあげることができ

業

なかった

ＮＰ
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上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

位

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 149,

策

950 186,224

へ

150,000 150

の

,000 150,00

貢

0 150,000

0 1

献

49,950 188,

高

849 150,000

市

150,000 150

民

,000 150,00

満

0

－ － －

0.00 0.

足

30 0.33 0.33

度

0.33 0.33 0.

を

33

0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

め

00 0.00 0.00

る

0 2,518 2,77

方

0 2,758 2,75

策

8 2,758 2,75

業

8

0 152,468 1

有

91,619 152,

効

758 152,758

性

152,758 152

継

,758

● ○ ○ ○ ○ ○

続

○

市民に対し先進の医

に

療水準を確保するとと

よ

もに良質な医療を提供

る

できるよう、継続して

成

高度医療器械などの更

果

新・導入を行いま
す。

向

最少の経費で最大の効

上

果が得られるよう、高

の

度医療器械を厳選する

可

ことにより医療水準を

能

向上させ、良質な医療

性

を提供します。

地域医

低

療を担う公立病院とし

そ

て、高度医療を確保す

の

るた
め、継続的に必要

他

な医療器械を整備しま

事

す。

業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 地域において市民が

抽

良質で安全な医療の提

出

供が受けられ
●□ るよ

総

うにするため、高度医

合

療器械の整備の必要は

評

高いも

□ のと考えます

価

。 ○
□
□ 先進の医療水

市

準が確保できるよう、

民

毎年、高度医療器械
●

ニ

■ などの更新・導入を

ー

行い、有効性を高めて

ズ

います。

□ ○
□
■ 医療

高

水準の確保や良質な医

事

療提供を行う上で、必

業

要不可
●

□ 欠な事業と

目

考えます。
○

□
○

□
□

的

新しい器械の導入や器

の

械の更新が急性期病院

達

としての評
○

□ 価を高

成

めるものでありますが

状

、必ずしも手術件数や

況

入院
●

□ 単価の増加に

必

直接つながるとは限り

要

ません。
○

■

新規導入

性

した器械はもとより、

市

更新した器械を含め、

の

最大限に利用されて収

関

益につながっているの

与

か十分な検証が必要で

の

す。

高度医療器械など

必

高度医療器械など高度

要

医療器械など高度医療

性

器械等の高度医療器械

低

等の高度医療器械等の

事

の更新・導入 の更新・

そ

導入 の更新・導入 更新

の

・導入 更新・導入 更新

他

・導入

0 0 2,625
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に

頁

成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

マルチスライスＣＴ、全自動錠剤分 デジタルガンマカメラ、マルチカラ
包器、４Ｄの超音波診断装置など５ ーレーザー光凝固装置、人工呼吸器
８台の高度医療機器を購入・整備し など６６台の高度医療機器を購入・
たことにより、良質な医療を提供す 整備したことにより、良質な医療を
ることができた。 提供することができました。

新規導入した器械はもとより、更新 新規導入した器械はもとより、更新
した器械を含め、最

５

大限に利用され した器

.

械を含め、最大限に利

事

用され
て収益につなが

業

っているのか十分な て

展

収益につながっている

開

のか十分な
検証がなさ

の

れていない。 検証が必

経

要です。

－ 現状の規模

緯

で継続 現状の規模で継

平

続

最少の経費で最大の

成

効果が得られる 最少の

1

経費で最大の効果が得

8

られる
よう、高度医療

年

器械を厳選すること よ

度

う、高度医療器械を厳

事

選すること
により医療

業

水準を向上させ、良質

分

な により医療水準を向

平

上させ、良質な
医療を

成

提供する。 医療を提供

1

します。

－ 実施計画事

9

業 実施計画事業

年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

災

業

害時医療提供推進事業

種

市民病院　病院総務課

類00－xxxxxx－ ハxx0000 ○ ●

02

ー

基本目標２　　子育て

ド

、長寿を楽しみ、安心

ソ

していきいきと暮らせ

フ

るまち
総合計画の

03

ト

③〈健康・安心・福祉

根

力〉その人らしく安心

拠

できる生活を支援する

法

位置付け
02 2 多様

令

な地域課題に的確かつ

等

総合的に対応する地域

対

密着のサービスを充実

象

する

市民、病院

□ □ □

・

□ 地域住民

災害時の患

受

者の受入れや医療体制

益

が最大限発揮できるよ

者

うに、 災害時に医療拠

事

点病院としての機能を

業

発揮するため、地域住

期

民
病院職員・住民とも

間

にその役割を理解し、

委

実践的訓練が行われ も

託

参加する実践的な災害

、

対応訓練などを実施し

協

ます。
ています。

訓練

働

実施回数 回

－

1 1 1 1

【

1 1

1 1

訓練参加者数

委

人

－

150 150 20

託

0 200 200 200

：

134 152

①：予定

3

どおり

県などが主催す

セ

る研修会等に参加する

ク

とともに、職員と一緒

・

に地域住民も患者や搬

財

送者として参加する地

団

震発生後１時間までの

企

実践対応訓練などを実

業

施したことにより災害

Ｎ

時に備えました。

Ａ：

Ｐ

成果があがった
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上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

位

0

0 60 172 300

施

300 300 300

0

策

60 172 300 30

へ

0 300 300

－ － －

の

0.00 0.20 0.

貢

23 0.23 0.23

献

0.23 0.23

0.

高

00 0.00 0.00

市

0.00 0.00 0.

民

00 0.00

0 1,6

満

79 1,930 1,9

足

22 1,922 1,9

度

22 1,922

0 1,

を

739 2,102 2,

高

222 2,222 2,

め

222 2,222

○ ●

る

○ ○ ○ ○ ○

地域住民も

方

参加する実践的な災害

策

対応訓練などを実施し

業

ます。

地域住民も参加

有

する実践的な災害対応

効

訓練などを実施します

性

。

災害時に医療拠点病

継

院としての機能を発揮

続

するため、地
域住民の

に

理解を得た上で、実践

よ

的な訓練を実施します

る

。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 地震発生後の病院職

抽

員による対応訓練など

出

の実施は、各
●■ 自が

総

何をすべきかを自覚さ

合

せるために必要です。

評

□ ○
□
□ 災害時医療拠

価

点病院として機能する

市

よう、毎年継続して
●

民

□ 訓練することにより

ニ

有効となります。

■ ○

ー

□
■ 災害時における病

ズ

院機能を発揮するため

高

、地域住民の参
●

□ 加

事

する実践的な訓練をす

業

ることで、各職場にお

目

ける防災
○

□ 対策への

的

意識付けができ、妥当

の

と考えます。
○

□
□ 県

達

などが主催する研修会

成

等に参加し、最新の訓

状

練を院内
●

□ に取り入

況

れることができ、大き

必

な成果を上げることが

要

で
○

□ きます。
○

■

地

性

域住民が訓練への参加

市

の意義をどのように理

の

解してもらえるかが課

関

題です。

県の研修や市

与

内で院内での実践的な

の

地域住民も参加す地域

必

住民も参加す地域住民

要

も参加す地域住民も参

性

加す

開催される訓練な

低

訓練の実施 る訓練の実

事

施 る訓練の実施 る訓練

そ

の実施 る訓練の実施

ど

の

に参加

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ

頁

：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

県などが主催する研修会等に参加す 県などが主催する研修会等に参加す
るとともに、院内の職員を対象に地 るとともに、職員と一緒に地域住民
震発生後１時間までの実践対応訓練 も患者や搬送者として参加する地震
などを実施したことにより災害時に 発生後１時間までの実践対応訓練な
備えた。なお、平成１９年度は、病 どを実施したことにより災害時に備
院職員のみの訓練であった。 えました。

地域住民が訓練への参加の意義をど 地域住

５

民が訓練への参加の意

.

義をど
のように理解し

事

てもらえるかが課題 の

業

ように理解してもらえ

展

るかが課題
である。 で

開

す。

－ 拡大して継続 拡

の

大して継続

地域住民も

経

参加する実践的な災害

緯

対 地域住民も参加する

平

実践的な災害対
応訓練

成

などを実施する。 応訓

1

練などを実施します。

8

－ 実施計画事業 実施計

年

画事業

度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

食

業

に関する指導事業

教育

種

総務部　学校給食課

0 類0－xxxxxx－x ハx0000 ○ ●

02 基

ー

本目標２　　子育て、

ド

長寿を楽しみ、安心し

ソ

ていきいきと暮らせる

フ

まち
総合計画の

03 ③

ト

〈健康・安心・福祉力

根

〉その人らしく安心で

拠

きる生活を支援する
位

法

置付け
02 2 多様な

令

地域課題に的確かつ総

等

合的に対応する地域密

対

着のサービスを充実す

象

る

児童

□ □ □ □

児童一

・

人一人が、正しい食事

受

のあり方や望ましい食

益

習慣を習得 正しい食事

者

のあり方や望ましい食

事

生活を身につけるため

業

、給食
しています。 時

期

間や総合学習などの時

間

間を利用して食に関す

委

る指導を行いま
す。

食

託

に関する指導実施回数

、

回

－

366 370 37

協

2 372 372 372

働

365 421

残食率 ％

【

－

12 11.6 11.

委

5 11.5 11.5 1

託

1.5

11 11.4

①

：

：予定どおり

給食時間

3

だけではなく、家庭科

セ

、総合等の教科にも関

ク

わるよう食に関する指

・

導を進め、正しい食事

財

のあり方や望ましい食

団

習慣の
習得につながり

企

ました。

Ａ：成果があ

業

がった

ＮＰ
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上

.95 0.95 0.9

位

5

0.00 0.00 0

施

.00 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00

0

へ

7,552 7,552

の

7,939 7,939

貢

7,939 7,939

献

0 7,552 7,55

高

2 7,939 7,93

市

9 7,939 7,93

民

9

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

指導

満

回数も年間４００回を

足

超え、また、計画的な

度

指導が求められている

を

ため、現状の規模で行

高

っていきます。

指導計

め

画に沿って、正しい食

る

生活への理解を深めら

方

れるよう指導します。

策

正しい食事のあり方や

業

望ましい食習慣を習得

有

させること
は、子ども

効

たちの心身の成長及び

性

人格の形成にとって重

継

要であるため、給食を

続

通し、食事の重要性を

に

伝えたいと
考えていま

よ

す。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 孤食や朝食の欠食、

抽

栄養の偏りや不規則な

出

生活により肥
●□ 満や

総

生活習慣病の増加、過

合

度の痩せといった問題

評

等が生

□ じているため

価

、事業の必要性は高い

市

です。 ○
■
□ 子どもた

民

ちが健全な心と身体を

ニ

培う上で正しい食事の

ー

あ
●□ り方や望ましい

ズ

食生活を指導するのは

高

有効です。

□ ○
■
■ 心

事

身の成長及び人格の形

業

成に大きな影響を及ぼ

目

すこの時
●

□ 期に正し

的

い知識を身につけるた

の

め指導を行うことは妥

達

当
○

□ です。
○

□
□ 年

成

間を通した指導の計画

状

をつくり、計画的に実

況

施してい
●

□ るため効

必

率性は高いです。
○

□

要

○
■

学校との連携を深

性

め、積極的な指導への

市

参画を求めます。

食に

の

関する指導の食に関す

関

る指導の食に関する指

与

導の食に関する指導の

の

食に関する指導の食に

必

関する指導の

実施 実施

要

実施 実施 実施 実施

0 0

性

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

低

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

事

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

そ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

－ － －

0.00 0.9

他

0 0.90 0.95 0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

給食時間だけではなく、家庭科、総 給食時間だけではなく、家庭科、総
合等の教科にも関わるよう食に関す 合等の教科にも関わるよう食に関す
る指導を進め、正しい食事のあり方 る指導を進め、正しい食事のあり方
や望ましい食習慣の習得につながっ や望ましい食習慣の習得につながり
た。 ました。

学校との連携を深め、積極的な指導 学校との連携を深め、積極的な指導
への参画を求める。 への参画を求めます。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継

５

続

指導計画に沿って、

.

正しい食生活へ 指導計

事

画に沿って、正しい食

業

生活へ
の理解を深めら

展

れるよう指導する。 の

開

理解を深められるよう

の

指導します
。

－ 実施計

経

画事業 実施計画事業

緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

学

業

校給食地場産野菜使用

種

推進事業

教育総務部　

類

学校給食課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

02 基本目標２

ド

　　子育て、長寿を楽

ソ

しみ、安心していきい

フ

きと暮らせるまち
総合

ト

計画の
03 ③〈健康・

根

安心・福祉力〉その人

拠

らしく安心できる生活

法

を支援する
位置付け

0

令

2 2 多様な地域課題

等

に的確かつ総合的に対

対

応する地域密着のサー

象

ビスを充実する

児童

□

・

□ □ □

安心・安全な給

受

食が提供されています

益

。 児童に安心・安全な

者

給食を提供するため、

事

地元農家が生産した
新

業

鮮な野菜の使用を推進

期

します。

地場産野菜使

間

用品目数 品目

－

23 2

委

3 24 24 24 24

2

託

6 22

地場産野菜使用

、

率 ％

地場産野菜使用量

協

÷年間総野菜使用量×

働

100

22.3 22.

【

4 22.5 22.5 2

委

2.5 22.5

23.

託

4 21.3

①：予定ど

：

おり

学校給食物資選定

3

委員会で平塚産野菜を

セ

月平均で４～５品目決

ク

めて使用し、指定品以

・

外でも平塚産野菜が供

財

給される場合にはで
き

団

る限り平塚産野菜を使

企

用するように努め、安

業

心・安全な給食の提供

Ｎ

を行いました。

Ａ：成

Ｐ

果があがった
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上

,939 7,939 7

位

,939

0 7,972

施

7,972 7,939

策

7,939 7,939

へ

7,939

● ○ ○ ○ ○

の

○ ○

２６品目の平塚産

貢

野菜を使用しており、

献

上限に達しているため

高

現状を維持していきま

市

す。

食材の選定におい

民

ては、引き続きできる

満

だけ平塚産野菜を使用

足

するように努めていき

度

ます。

安心・安全な給

を

食を提供する中で平塚

高

産の野菜の使用を
推進

め

し、また、地場産野菜

る

を活用した農家と児童

方

が交流
をもつ「ふれあ

策

い給食」を実施してお

業

り、今後も継続し
て実

有

施していきたいと考え

効

ています。

性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 外国野菜の残留農薬

抽

等安全性が問題となっ

出

ている中で安
●□ 心・

総

安全で新鮮な食材の選

合

定は重要です。

□ ○
□

評

□ 児童に安心・安全な

価

給食の提供を知る上で

市

有効性は高い
●□ です

民

。

□ ○
■
■ 児童の給食

ニ

を提供する上で安心・

ー

安全な食材を使用する

ズ

●
□ ことは当然である

高

ことから妥当性は高い

事

です。
○

□
○

□
□ 見積

業

合わせで決定している

目

ため、十分にコスト削

的

減を行
●

■ っており、

の

現状での効率性は高い

達

です。
○

□
○

□

平塚産

成

野菜の使用に努め、現

状

状を維持します。

地場

況

産品の使用推地場産品

必

の使用推地場産品の使

要

用推地場産品の使用推

性

地場産品の使用推地場

市

産品の使用推

進 進 進 進

の

進 進

0 0 0 0 0 0 0

0

関

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

与

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

必

0 0 0 0

－ － －

0.0

要

0 0.95 0.95 0

性

.95 0.95 0.9

低

5 0.95

0.00 0

事

.00 0.00 0.0

そ

0 0.00 0.00 0

の

.00

0 7,972 7

他

,972 7,939 7
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

学校給食物資選定委員会で平塚産野 学校給食物資選定委員会で平塚産野
菜を月平均で４～５品目決めて使用 菜を月平均で４～５品目決めて使用
し、指定品以外でも平塚産野菜が供 し、指定品以外でも平塚産野菜が供
給される場合にはできる限り平塚産 給される場合にはできる限り平塚産
野菜を使用するように努め、安心・ 野菜を使用するように努め、安心・
安全な給食の提供を行った。 安全な給食の提供を行いました。

平塚産野菜の使用に努め、現

５

状を維 平塚産野菜の使

.

用に努め、現状を維
持

事

するようにする。 持し

業

ます。

－ 現状の規模で

展

継続 現状の規模で継続

開

食材の選定においては

の

、引き続きで 食材の選

経

定においては、引き続

緯

きで
きるだけ平塚産野

平

菜を使用するよう きる

成

だけ平塚産野菜を使用

1

するよう
に努めていく

8

。 に努めていきます。

年

－ 実施計画事業 実施計

度

画事業

事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ



1 頁

そ

の意見等を集約したも

の

のを含め協議するとと

他

もに、要援護者の情報

　

把握に努めました。

Ａ

】

：成果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

災害

種

時要援護者対策推進事

類

業

防災危機管理部　防

ハ

災危機管理課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

02 基本目標

ソ

２　　子育て、長寿を

フ

楽しみ、安心していき

ト

いきと暮らせるまち
総

根

合計画の
03 ③〈健康

拠

・安心・福祉力〉その

法

人らしく安心できる生

令

活を支援する
位置付け

等

02 2 多様な地域課

対

題に的確かつ総合的に

象

対応する地域密着のサ

・

ービスを充実する

災害受 時要援護者

□ □ □ □ 自

益

主防災会、地域事業所

者

等

災害発生時に自主防

事

災組織など地域住民の

業

協力で、災害時要援 災

期

害発生時に要援護者の

間

避難などを円滑に行う

委

ため、支援者で
護者が

託

指定避難施設まで安全

、

に避難できるようにな

協

っています ある自主防

働

災組織など地域で対応

【

可能な支援方法を検討

委

します
。 。

防災訓練実

託

施回数 回

市が実施する

：

防災訓練

1 2 1 1 1 1

3

1 1

誘導・介助知識の

セ

取得者数 人

－

100 1

ク

50 200 200 20

・

0 200

143 143

財

③：遅れている

要援護

団

者の個人情報の取り扱

企

いや避難支援者の確保

業

など難しい問題があり

Ｎ

ます。

避難支援プラン

Ｐ

（全体計画）素案を作

Ｏ

成して、福祉部局など



2 頁

位

し

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

－ － －

0.00

貢

1.20 0.85 0.

献

85 0.85 0.85

高

0.85

0.00 0.

市

00 0.00 0.00

民

0.00 0.00 0.

満

00

0 10,070 7

足

,133 7,103 7

度

,103 7,103 7

を

,103

0 10,07

高

0 7,133 7,10

め

3 7,103 7,10

る

3 7,103

● ○ ○ ○

方

○ ○ ○

要援護者に対す

策

る具体的な避難支援を

業

行うために、福祉等関

有

係部局と連携して災害

効

時における要援護者支

性

援を的確に実施できる

継

体制を検討していきま

続

す。

災害時要援護者の

に

避難支援をするため、

よ

自助・共助・公助の役

る

割分担、要援護者情報

成

の収集・共有の方法、

果

避難準備情報等の発
令

向

・伝達・支援体制など

上

を明らかするため、「

の

要援護者避難支援プラ

可

ンの個別計画」を検討

能

していきます。

災害時

性

に高齢者や障がい者な

低

どに多くの犠牲者がで

そ

てい
ることを踏まえ、

の

平常時から災害時要援

他

護者の情報を収
集して

事

、迅速で安全な避難が

業

できる体制を整えてお

の

く必
要があり、事業を

目

継続していきます。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

災害時要援護者が安全

出

・迅速に避難するため

総

には、自主
●■ 防災組

合

織や地域住民等の支援

評

者の協力が必要です。

価

□ ○
□
□ 災害時要援護

市

者の情報共有化し、安

民

全・迅速に避難する
●

ニ

■ ための支援体制づく

ー

りに有効性が高いです

ズ

。

■ ○
□
■ 個々の災害

高

時要援護者に必要な支

事

援を的確に実施してい

業

●
□ くために妥当性は

目

高いです。
○

□
○

□
□

的

災害時要援護者のプラ

の

イバシーを配慮し、市

達

と支援者が
●

□ 連携し

成

て効率性を高めること

状

が必要です。
○

□
○

■

況

国は、平成２１年度中

必

に災害時要援護者「避

要

難支援プラン全体計画

性

」の策定を求めており

市

、その後に要援護者に

の

対する「個々の
避難支

関

援プラン」を作成する

与

よう、きめ細かな支援

の

策を求めているので早

必

急に全体計画を策定し

要

ます。

検討 避難支援プ

性

ラン全避難支援プラン

低

全避難支援プランの避

事

難支援プランの避難支

そ

援プランの

体計画素案

の

の作成体計画の策定 個

他

別計画の検討 個別計画

上

の作成 個別計画の見直



3 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

災害時に障がいの有る方が安全・迅 避難支援プラン（全体計画）素案を
速に避難できるようにするため、支 作成して、福祉部局などの意見等を
援者である健常者を対象に介添えの 集約したものを含め協議するととも
訓練を実施することにより、市民の に、要援護者の情報把握に努めまし
災害弱者に対する防災意識の啓発を た。
図る一助となった。

国は、平成２１年度中に災害時要援 国は、平成２１年度中に災害時要援
護者の「避

５

難支援プランの全体計

.

画 護者「避難支援プラ

事

ン全体計画」の
」を策

業

定して、その後に要援

展

護者一 策定を求めてお

開

り、その後に要援護
人

の

一人に複数の避難支援

経

者を決める 者に対する

緯

「個々の避難支援プラ

平

ン
など、「個々の避難

成

支援プラン」を 」を作

1

成するよう、きめ細か

8

な支援
作成して、きめ

年

細かく適切な支援策 策

度

を求めているので早急

事

に全体計画
を講じてい

業

くよう求めている。 を

分

策定します。

－ 拡大し

平

て継続 現状の規模で継

成

続

災害時要援護者の避

1

難支援をするた 災害時

9

要援護者の避難支援を

年

するた
め、平成２１年

度

度中に自助・共助・ め

事

、自助・共助・公助の

業

役割分担、
公助の役割

分

分担、要援護者情報の

平

収 要援護者情報の収集

成

・共有の方法、
集・共

2

有の方法、避難準備情

0

報等の 避難準備情報等

年

の発令・伝達・支援
発

度

令・伝達・支援体制な

事

どを明らか 体制などを

業

明らかするため、「要

分

援
にする「避難支援プ

進

ランの全体計画 護者避

捗

難支援プランの個別計

状

画」を
」を策定する。

況

検討していきます。

－

主

実施計画事業 実施計画

な

事業

取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ

している。

既存の防犯

そ

街路灯では暗く危険と

の

思われる箇所を自治会

他

と協働しながら防犯街

　

路灯照度アップ箇所と

】

して選定し、市内全域

【

で25
0灯の交換を実

協

施して、犯罪の起きに

働

くい環境づくりをしま

：

した。

Ａ：成果があが

】

った

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

防

業

犯街路灯照度アップ事

種

業

市民部　くらし安全

類

課

01－020109 ハ－010000 ● ○

0

ー

2 基本目標２　　子育

ド

て、長寿を楽しみ、安

ソ

心していきいきと暮ら

フ

せるまち
総合計画の

0

ト

3 ③〈健康・安心・福

根

祉力〉その人らしく安

拠

心できる生活を支援す

法

る
位置付け

02 2 多

令

様な地域課題に的確か

等

つ総合的に対応する地

対

域密着のサービスを充

象

実する

市民 平成１７年・ 度 ～ 平成２２年度受

□ □ □ □ 自治会

防犯街

益

路灯の照度アップによ

者

り、犯罪抑止効果が高

事

まっていま 地域におけ

業

る犯罪を未然に防止す

期

るため、従来の２０Ｗ

間

の蛍光
す。 灯防犯街路

委

灯を８０Ｗの水銀灯（

託

同等の蛍光灯）に交換

、

し、犯
罪の起きにくい

協

環境をつくります。

交

働

換灯数 灯

20Wの蛍光

【

灯から80Wの水銀灯

委

（同等の照度）に交換

託

した灯数

80

：

0 500 500 500

3

500 500

800 2

セ

50

窃盗犯認知件数 件

ク

－

3,700 3,50

・

0 3,300 3,20

財

0 3,100 3,10

団

0

3,099 3,25

企

6

③：遅れている

財政

業

上の問題により設置数

Ｎ

は目標に届かないが、

Ｐ

窃盗犯認知件数は減少
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上

地域との連携のもと、

位

防犯上効果的な場所を

施

選定する必要がありま

策

す。

防犯街路灯の交換

へ

防犯街路灯の交換防犯

の

街路灯の交換防犯街路

貢

灯の交換防犯街路灯の

献

交換防犯街路灯の交換

高

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

市

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

民

0

0 0 0 0 0 0 0

0 3

満

0,240 9,371

足

10,000 10,0

度

00 10,000 10

を

,000

0 30,24

高

0 9,371 10,0

め

00 10,000 10

る

,000 10,000

方

－ － －

0.00 0.5

策

0 0.50 0.50 0

業

.50 0.50 0.5

有

0

0.00 0.00 0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00

0

継

4,196 4,196

続

4,178 4,178

に

4,178 4,178

よ

0 34,436 13,

る

567 14,178 1

成

4,178 14,17

果

8 14,178

● ○ ○

向

○ ○ ○ ○

第１次実施計

上

画で計画した１,８０

の

０灯は３年間で実施す

可

ることとしたが、平成

能

２０年度までにその目

性

標は達成していない。

低

平
成２１年度までの実

そ

績を勘案したうえで目

の

標を設定し、継続して

他

いきます。

平成２０年

事

度に使用器具の変更な

業

どの見直しを行ったが

の

、その効果については

目

従来品に匹敵すること

的

が確認された。
各連合

､

自治会から提出された

対

アンケート結果を参考

象

にして、より効果的な

､

灯数配分を行っていく

内

とともに、今後の事業

容

のあり方
についても検

分

討していきます。
夜間

高

における犯罪防止のた

受

め、地域からの要望も

益

強い本
事業を積極的に

者

推進していきます。

負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 犯罪を未然に防止し

抽

、安心安全まちづくり

出

を推進してい
●■ くう

総

えで、防犯施設の整備

合

は必要不可欠でありま

評

す。

□ また、自治会等

価

からの電話等による意

市

見からも、本事業 ○
□

民

に対する関心やニーズ

ニ

は高いものと考えます

ー

。

□ 窃盗犯認知件数も

ズ

減少傾向にあり、防犯

高

効果は大きい。
●■ ま

事

た、地域内の照度が向

業

上することで、市民の

目

くらしに

□ おける安心

的

感にもつながっていま

の

す。 ○
□
■ 受益者は全

達

市民であり、犯罪抑止

成

についても明確な効果

状

●
□ もでていることか

況

ら妥当性は大きい。
○

必

□
○

□
□ 水銀灯は消費

要

電力が大きく、電気料

性

負担が増加している
○

市

■ ことからコスト削減

の

の工夫が必要でありま

関

す。
●

■
○

□

既設の８

与

０Ｗ水銀灯は明るく防

の

犯効果も高いが、消費

必

電力や環境負荷が大き

要

いことから使用器具の

性

変更が必要です。
自治

低

会管理防犯灯の照度ア

事

ップを推進するため補

そ

助制度を新設する必要

の

があります。
設置場所

他

の選定にあたっても、
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

既存の防犯街路灯では暗く危険と思 既存の防犯街路灯では暗く危険と思
われる箇所を自治会と協働しながら われる箇所を自治会と協働しながら
防犯街路灯照度アップ箇所として選 防犯街路灯照度アップ箇所として選
定し、市内全域で８００灯の交換を 定し、市内全域で250灯の交換を実
実施し、犯罪の起きにくい環境をつ 施して、犯罪の起きにくい環境づく
くった。 りをしました。

既設の８０Ｗ水銀灯は明るく防犯効 既設の８０Ｗ水銀灯は明るく

５

防犯効
果も高いが、消

.

費電力や環境負荷が 果

事

も高いが、消費電力や

業

環境負荷が
大きいこと

展

から使用器具の変更が

開

必 大きいことから使用

の

器具の変更が必
要であ

経

る。 要です。
自治会管

緯

理防犯灯の照度アップ

平

を推 自治会管理防犯灯

成

の照度アップを推
進す

1

るため補助制度を新設

8

する必要 進するため補

年

助制度を新設する必要

度

がある。 があります。

事

設置場所の選定にあた

業

っても、地域 設置場所

分

の選定にあたっても、

平

地域
との連携のもと、

成

防犯上効果的な場 との

1

連携のもと、防犯上効

9

果的な場
所を選定する

年

必要がある。 所を選定

度

する必要があります。

事

－ 拡大して継続 現状の

業

規模で継続

平成２０年

分

度に使用器具の変更な

平

ど 平成２０年度に使用

成

器具の変更など
大きな

2

見直しを行ったことか

0

ら、そ の見直しを行っ

年

たが、その効果につ
の

度

効果について検討する

事

必要がある いては従来

業

品に匹敵することが確

分

認
。 された。
また、各

進

連合自治会から提出予

捗

定の 各連合自治会から

状

提出されたアンケ
アン

況

ケート結果に基づき、

主

より効果 ート結果を参

な

考にして、より効果的

取

的な灯数配分を行って

組

いくとともに な灯数配

と

分を行っていくととも

成

に、
、今後の事業のあ

果

り方について検討 今後

検

の事業のあり方につい

証

ても検討
する。 してい

結

きます。

－ 実施計画事

果

業 実施計画事業

平成20年度へ



85

Ｏ

可否をわかりやすくし

そ

たことで、より適切な

の

設置に繋がりました。

他

また、既設交差点中心

　

鋲の一斉点検を実施し

】

､点滅
不備などの交換

【

を行うことで適切な維

協

持管理を図りました｡

働

Ａ：成果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

交

業

通安全施設整備事業

土

種

木部　土木補修課

01 類－020109－02 ハ0000 ● ○

02 基本

ー

目標２　　子育て、長

ド

寿を楽しみ、安心して

ソ

いきいきと暮らせるま

フ

ち
総合計画の

03 ③〈

ト

健康・安心・福祉力〉

根

その人らしく安心でき

拠

る生活を支援する
位置

法

付け
02 2 多様な地

令

域課題に的確かつ総合

等

的に対応する地域密着

対

のサービスを充実する

象 自動車運転者

□ □ □ □

・

道路反射鏡などを見通

受

しの悪い交差点などに

益

設置することによ 交通

者

事故防止のため、見通

事

しの悪い交差点などに

業

道路反射鏡や
り、交差

期

点の安全性が高まりま

間

す。 交差点中心鋲を設

委

置します。

道路反射鏡

託

、交差点中心鋲設置件

、

数 件

単年度　設置件数

協

104 104 104

　

働

99 70

交通事故発生

【

件数 件

－

2,230 2

委

,210 2,190

　

託

1,949 1,733

：

③：遅れている

チェッ

3

クリストの導入に伴い

セ

、より適切な設置が図

ク

られ、結果として設置

・

数が減少しました。

道

財

路反射鏡の設置につい

団

て、今までの道路反射

企

鏡整備基準のほかに、

業

現地状況を数値化して

Ｎ

評価するチェックリス

Ｐ

トの作成を行
い設置の
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上

110 28,110 2

位

7,157 0 0 0

0 4

施

6,401 42,52

策

8 42,148 0 0 0

へ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

道路反

の

射鏡や交差点中心点鋲

貢

の設置は、舗装や側溝

献

の修繕、区画線の施工

高

に併せて行うことが多

市

いため、道路施設維持

民

管理事業
に統合し、一

満

体的に安全対策を進め

足

てまいります。

道路反

度

射鏡や交差点中心鋲の

を

設置については、市民

高

要望
が多いからこそ、

め

必要とするところに適

る

切に設置してい
くこと

方

が必要であります。
安

策

全施設でも維持管理を

業

怠れば、危険な施設に

有

なり得る
えるという意

効

識を持ち、ほかの道路

性

施設や付属物と同様
に

継

維持管理に努めます。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 適切な設置により、

抽

交差点の安全性が高ま

出

ります。
●■

■ ○
□
■

総

安心安全まちづくり施

合

策に該当します。
●■

評

■ ○
□
■ 適切な設置に

価

より、交差点の安全性

市

が高まります。
●

□
○

民

■
○

□
■ チェックリス

ニ

トの作成により適切な

ー

設置が図られます。
●

ズ

■
○

□
○

□

設置済みの

高

道路反射鏡について、

事

定期的な保守点検の実

業

施と道路反射鏡自体の

目

メーカー保障を踏まえ

的

た取替え計画を策定し

の

、進
めることで、適切

達

な維持管理に努める必

成

要があります。

道路反

状

射鏡、交差道路反射鏡

況

、交差道路反射鏡、交

必

差

点中心鋲の設置 点中

要

心鋲の設置 点中心鋲の

性

設置・

点検

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

関

0 0 0

0 18,291

与

14,418 14,9

の

91 0 0 0

0 18,2

必

91 14,418 14

要

,991 0 0 0

－ － －

性

0.00 3.35 3.

低

35 3.25 0.00

事

0.00 0.00

0.

そ

00 0.00 0.00

の

0.00 0.00 0.

他

00 0.00

0 28,
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

見通しの悪い交差点等に道路反射鏡 道路反射鏡の設置について、今まで
を設置し、見やすくした。また、交 の道路反射鏡整備基準のほかに、現
差点中心鋲を設置し、交差点の存在 地状況を数値化して評価するチェッ
を明確にすることにより、交通事故 クリストの作成を行い設置の可否を
件数の減少に繋がった。 わかりやすくしたことで、より適切

な設置に繋がりました。また、既設
交差点中心鋲の一斉点検を実施し､
点滅不備などの交換を行うこと

５

で適
切な維持管理を図

.

りました｡

現在すでに

事

設置されている約３０

業

０ 設置済みの道路反射

展

鏡について、定
０本の

開

カーブミラーの、今後

の

の維持 期的な保守点検

経

の実施と道路反射鏡
管

緯

理費を見据え、適切な

平

設置のあり 自体のメー

成

カー保障を踏まえた取

1

替
方と管理を見直して

8

いく必要がある え計画

年

を策定し、進めること

度

で、適
。 切な維持管理

事

に努める必要がありま

業

す。

－ 縮小して継続 他

分

事業と統合

カーブミラ

平

ーの現在の設置基準に

成

、
技術面からの考慮を

1

加え、適切な設
置を行

9

っていく。

－ 実施計画

年

事業 －

度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ



10

Ｐ

体制が確立しました。

Ｏ

また、応急手当講習と

そ

ともに、普
通救命講習

の

（ＡＥＤ講習）を受講

他

するよう指導を行い、

　

救命率の向上に寄与し

】

ました。

【

Ａ：

協

成果があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

0

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成

頁

23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度
目

標

実

績

指標名 単

業

位

説明・算定式

成果指

の

標① 平成18年度 平成

位

19年度 平成20年度

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度
目

標

実

績

指標

事

名 単位

説明・算定式

成

務

果指標② 平成18年度

事

平成19年度 平成20

業

年度 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度
目

標

実

績

業担

進捗状況

当

遅れている理由

平成2

予

0年度の主な取組と成

算

果

平成20年度
の検証

科

結果

事業評価シート 

目

(平成20年度分) 頁

事

応急手当の普及・啓発

業

事業

消防本部　消防救

種

急課

01－09010 類1－040000 ○ ●ハ

02 基本目標２　　子

ー

育て、長寿を楽しみ、

ド

安心していきいきと暮

ソ

らせるまち
総合計画の

フ

03 ③〈健康・安心・

ト

福祉力〉その人らしく

根

安心できる生活を支援

拠

する
位置付け

02 2 

法

多様な地域課題に的確

令

かつ総合的に対応する

等

地域密着のサービスを

対

充実する

市民

□ □ □ □

象

講習受講修了者数が増

・

え、救命率の向上が図

受

られています。 救急患

益

者の救命率向上のため

者

、応急手当講習会、普

事

通救命講習
会を実施し

業

ます。

普通救命講習会

期

開催回数 回

－

50 10

間

0 120 160 160

委

160

95 158

応急

託

手当講習会開催回数 回

、

－

24 85 85 70 7

協

0 70

82 66

普通救

働

命講習修了者数 人

－

1

【

,500 3,000 3

委

,600 4,300 4

託

,300 4,300

3

：

,225 4,189

応

3

急手当講習修了者数 人

セ

－

1,100 2,40

ク

0 2,550 2,45

・

0 2,450 2,45

財

0

2,358 2,26

団

0

①：予定どおり

毎月

企

９日を救急講習日と定

業

めたことが、市民の間

Ｎ

に定着し個人での受講
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他

上

講習会の開催

位

講習会の開催 講習会の

施

開催 講習会の開催 講習

策

会の開催 講習会の開催

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 55

の

8 387 379 444

貢

444 444

0 0 0 0

献

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

高

0 1,353 848 1

市

,009 1,073 1

民

,073 1,073

0

満

1,911 1,235

足

1,388 1,517

度

1,517 1,517

を

－ － －

0.00 0.5

高

0 0.50 0.70 0

め

.80 0.80 0.8

る

0

0.00 0.60 0

方

.60 0.50 0.5

策

0 0.50 0.50

0

業

6,253 6,253

有

7,575 8,410

効

8,410 8,410

性

0 8,164 7,48

継

8 8,963 9,92

続

7 9,927 9,92

に

7

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

応急

よ

手当講習を減らし普通

る

救命講習を増加させ、

成

心肺蘇生法やＡＥＤの

果

取扱に関する講習会の

向

充実を図ります。

上の

個人や団体等の各

可

分野ごとに普通救命講

能

習会を行うとともに、

性

指導員育成のため応急

低

手当普及員講習を開催

そ

します。

の

自

他

動体外除細動器（AE

事

D)は整備事業により

業

予定どおりAD
Eを設

の

置することができまし

目

たので、更にAEDの

的

使用につ
いて講習会の

､

充実に努めます。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善に

1

よる効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

頁

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度

決算額 決算

目

額 決算額 予算額 試算額

分

試算額 試算額

事業内容

析

国庫支出金
財

県支出金

の

源
起債

内
その他　特財

視

訳
一般財源

事業費（A

点

）

執行率（%）

内 職員

左

（人）

訳 再任用（人）

記

人件費（B）

フルコス

の

ト（A+B）

視点

４.今後の事業

に

展開（担当課としての

関

提案）
平成22年度の

す

事業の方向性

現状の規

る

模で継続 拡大して継続

分

縮小して継続 廃止 休止

析

終了 他事業と統合

＜判

・

断理由＞

平成22年度

課

の取組方針

課長コメン

題

ト

■ 救命に関する市民

の

ニーズが高まる中、普

抽

通救命講習、応
●■ 急

出

手当講習を開催し受講

総

者が増えることから、

合

事業の必

■ 要性が高い

評

と考えます。

価

○
□
■ 普通救

市

命講習、応急手当講習

民

を受講することにより

ニ

、救
●■ 命の関心が高

ー

まり、自動体外式除細

ズ

動器（ＡＥＤ）を使

■

高

用できる人が増えるこ

事

とで、事業の有効性が

業

高いと考え ○
□ ます。

目

■ 応急手当普

的

及員講習、普通救命講

の

習は、指導員の資格が

達

●
□ 必要であるため、

成

消防職員が実施します

状

。
○

■

況

○
□
□ 普通救

必

命講習の受講者の増員

要

を図るため、一般企業

性

に対
●

□ し応急手当普

市

及員講習を実施し、普

の

及員による普通救命
○

関

■ 講習を実施依頼する

与

ことで効率的に受講者

の

の増員を図り
○

□ ます

必

。

NPO等の

要

民間グループや事業所

性

に対して普通救命講習

低

（AED講習）を広め

事

るとともに、指導者と

そ

しての応急手当普及員

の

の養成を図
ります。



10

への展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果

2

があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

一般市民に向けて、毎月９日を救急 毎月９日を救急講習日と定めたこと
講習日と定めチラシ等で広報するこ が、市民の間に定着し個人での受講
とで、個人での受講体制を確立した

頁

体制が確立しました。また、応急手
。また、職員が事業所等に出張する 当講習とともに、普通救命講習（Ａ
ことにより講習会の開催回数を増や ＥＤ講習）を受講するよう指導を行
し、救命率の向上に寄与した。 い、救命率の向上に寄与しました。

５

一

.

般企業に対しての普通

事

救命講習、 NPO等の

業

民間グループや事業所

展

に対
応急手当講習を広

開

めるとともに、指 して

の

普通救命講習（AED

経

講習）を広
導者の応急

緯

手当普及員の養成を図

平

る めるとともに、指導

成

者としての応急
。

18

手当普及員の

年

養成を図ります。

度事

－ 現状の規模で

業

継続 拡大して継続

個人

分

対象、事務所・団体対

平

象、市職 個人や団体等

成

の各分野ごとに普通救

1

員対象、教育機関対象

9

など各分野ご 命講習会

年

を行うとともに、指導

度

員育
とに講習会を増や

事

すとともに、指導 成の

業

ため応急手当普及員講

分

習を開催
員育成のため

平

応急手当普及員講習を

成

します。

2

開

0

催する。

年度

－ 実施計画事業 実施計

事

画事業

業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度



4 頁

そ

生活ガイドブックの改

の

訂版をは
じめ８言語の

他

ガイドブックの配布、

　

各種行政関連の文書の

】

翻訳などを行い、外国

【

籍市民が暮らしやすい

協

環境づくりを進めまし

働

た
。

Ａ：成果があがっ

：

た

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

外国

種

籍市民支援事業

市民部

類

　文化・交流課

01－ ハ030106－150 ー000 ○ ●

02 基本目

ド

標２　　子育て、長寿

ソ

を楽しみ、安心してい

フ

きいきと暮らせるまち

ト

総合計画の
03 ③〈健

根

康・安心・福祉力〉そ

拠

の人らしく安心できる

法

生活を支援する
位置付

令

け
02 2 多様な地域

等

課題に的確かつ総合的

対

に対応する地域密着の

象

サービスを充実する

外・ 国籍市民

□ □ □ □ 市民

受

・通訳翻訳ボランティ

益

ア

生活相談窓口の充実

者

や通訳派遣、生活ガイ

事

ドブックの配布など 日

業

本語があまり理解でき

期

ないことにより、日常

間

生活に支障を来
、外国

委

籍市民が暮らしやすい

託

環境が整備されていま

、

す。 たしている外国籍

協

市民への支援のため、

働

生活相談窓口の充実、

【

通訳ボランティアの派

委

遣、生活ガイドブック

託

の配布などを進め
ます

：

。

生活相談窓口通訳派

3

遣回数 回

－

45 48 4

セ

8 120 120 144

ク

48 47

生活相談窓口

・

利用者数 人

－

160 1

財

60 160 300 30

団

0 350

193 275

企

①：予定どおり

生活相

業

談窓口へのスペイン語

Ｎ

、ポルトガル語の通訳

Ｐ

ボランティアの派遣や

Ｏ

スペイン語、中国語の



5 頁

位

談窓口（ポルト相談窓

施

口（ポルト

訳ボランテ

策

ィア派訳ボランティア

へ

派訳ボランティア派ガ

の

ル・スペイン・ガル・

貢

スペイン・ガル・スペ

献

イン・

遣など 遣など 遣

高

など 中国語）通訳ボラ

市

中国語）通訳ボラ中国

民

語）通訳ボラ

ンティア

満

派遣等 ンティア派遣等

足

ンティア派遣等

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 818 1

め

,207 1,314 1

る

,776 1,776 1

方

,920

0 818 1,

策

207 1,314 1,

業

776 1,776 1,

有

920

－ － －

0.00

効

0.10 0.40 0.

性

50 0.50 0.50

継

0.50

0.00 0.

続

00 0.00 0.00

に

0.00 0.00 0.

よ

00

0 840 3,35

る

7 4,178 4,17

成

8 4,178 4,17

果

8

0 1,658 4,5

向

64 5,492 5,9

上

54 5,954 6,0

の

98

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

外

可

国籍市民の生活支援策

能

として、生活相談窓口

性

への通訳派遣回数をポ

低

ルトガル語・スペイン

そ

語の毎週1回派遣、中

の

国語の月2回派
遣、及

他

び各種生活冊子（多言

事

語）の更なる充実を図

業

ります。

生活相談窓口

の

へのスペイン語・ポル

目

トガル語通訳に続く他

的

の言語通訳者の派遣が

､

可能になるような人材

対

育成に努めます。
生活

象

ガイドブックについて

､

は現在ある８言語につ

内

いて順番に内容の改訂

容

を進めます。

スペイン

分

語、ポルトガル語に続

高

く他の言語通訳者を生

受

活
相談窓口に派遣する

益

ことは、外国籍市民の

者

生活支援策か
らも必要

負

性が高いことから、派

担

遣に向けた事業を検討

､

し
ていきます。

補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

外国籍市民が増加、定

出

住化傾向にある中、外

総

国籍市民が
●■ 求めて

合

いる生活支援は多岐に

評

及ぶことから、事業の

価

必要

■ 性は高いです。

市

○
□
□ 外国籍市民のた

民

めの生活相談窓口への

ニ

通訳派遣や各言語
●■

ー

での公的なお知らせの

ズ

翻訳などの事業は多文

高

化共生社会

■ の発展や

事

外国籍市民の支援のた

業

めにも継続的に行うこ

目

と ○
□ が必要です。

■

的

日本語が十分に理解す

の

ることができないため

達

に日常生活
●

□ に支障

成

をきたしている外国籍

状

市民も少なくなく、本

況

事業
○

□ の妥当性は高

必

いです。
○

□
□ 市はコ

要

ーディネートを担当し

性

、通訳翻訳は地域に生

市

活し
●

□ ているボラン

の

ティアに依頼すること

関

で地域の実情に合っ
○

与

□ た通訳翻訳者を派遣

の

していきます。
○

■

通

必

訳翻訳ボランティアの

要

増員。現在派遣してい

性

る生活相談窓口への通

低

訳以外の言語通訳の派

事

遣など更なる事業の充

そ

実が必要です
。

生活相

の

談窓口、通生活相談窓

他

口、通生活相談窓口、

上

通相談窓口（ポルト相



6 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

生活相談窓口へのスペイン語、ポル 生活相談窓口へのスペイン語、ポル
トガル語の通訳ボランティアの派遣 トガル語の通訳ボランティアの派遣
や英語、ポルトガル語の生活ガイド やスペイン語、中国語の生活ガイド
ブックの改訂版をはじめ８言語のガ ブックの改訂版をはじめ８言語のガ
イドブックの配布、各種行政関連の イドブックの配布、各種行政関連の
文書の翻訳などを行い、外国籍市民 文書の翻訳などを行い、外国籍市民

５

が暮らしやすい環境づ

.

くりを進めた が暮らし

事

やすい環境づくりを進

業

めま
。 した。

通訳翻訳

展

ボランティアの増員。

開

現在 通訳翻訳ボランテ

の

ィアの増員。現在
派遣

経

している生活相談窓口

緯

への通訳 派遣している

平

生活相談窓口への通訳

成

以外の言語通訳の派遣

1

など更なる事 以外の言

8

語通訳の派遣など更な

年

る事
業の充実が必要。

度

業の充実が必要です。

事

－ 拡大して継続 拡大し

業

て継続

生活相談窓口へ

分

のスペイン語・ポル 生

平

活相談窓口へのスペイ

成

ン語・ポル
トガル語通

1

訳に続く他の言語通訳

9

者 トガル語通訳に続く

年

他の言語通訳者
の派遣

度

が可能になるような人

事

材育成 の派遣が可能に

業

なるような人材育成
に

分

努める。 に努めます。

平

生活ガイドブックにつ

成

いては現在あ 生活ガイ

2

ドブックについては現

0

在あ
る８言語について

年

順番に内容の改訂 る８

度

言語について順番に内

事

容の改訂
を行う。 を進

業

めます。

－ 実施計画事

分

業 実施計画事業

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

外国

種

籍市民ネットワークづ

類

くり支援事業

市民部　

ハ

文化・交流課

01－0 ー30106－1600 ド00 ○ ●

02 基本目標

ソ

２　　子育て、長寿を

フ

楽しみ、安心していき

ト

いきと暮らせるまち
総

根

合計画の
03 ③〈健康

拠

・安心・福祉力〉その

法

人らしく安心できる生

令

活を支援する
位置付け

等

02 2 多様な地域課

対

題に的確かつ総合的に

象

対応する地域密着のサ

・

ービスを充実する

市民受 ・外国籍市民

□ □ □ □

益

市民・外国籍市民・自

者

治会など

外国籍市民相

事

互の連携、外国籍市民

業

と市民及び行政との連

期

携が 外国籍市民、市民

間

、行政とのネットワー

委

ク化を進めるため、コ

託

図られています。 ーデ

、

ィネーターの育成や情

協

報交換会、交流会など

働

を開催します
。

情報交

【

換会・交流会開催日数

委

回

－

3 7 7 8 8 8

3 8

託

- -

- - - -

情報交換

：

会・交流会への参加人

3

数 人

－

15 25 80 9

セ

0 90 90

61 81

-

ク

-

- - - -

①：予定ど

・

おり

ネットワーク化に

財

向けて外国籍市民や市

団

民ボランティアとの情

企

報交換会や交流会を開

業

催し、ネットワーク化

Ｎ

への理解が得られま
し

Ｐ

た。

Ａ：成果があがっ

Ｏ

た
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位

会なども開催していく

施

が、連携を高めていく

策

には、外国籍市民や自

へ

治会員等
の地域住民の

の

理解と協力が必要です

貢

。

コーディネータのコ

献

ーディネータのコーデ

高

ィネータのコーディネ

市

ーターコーディネータ

民

ーコーディネーター

人

満

選、交流会など育成、

足

交流会など育成、交流

度

会などの育成、交流会

を

等の育成、交流会等の

高

育成、交流会等

の開催

め

の開催 の開催 の開催 の

る

開催 の開催

0 0 0 0 0

方

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

業

0 0 0

0 0 74 122

有

122 122 122

0

効

0 74 122 122 1

性

22 122

－ － －

0.

継

00 0.50 0.65

続

0.55 0.55 0.

に

55 0.55

0.00

よ

0.10 0.00 0.

る

05 0.05 0.05

成

0.05

0 4,539

果

5,455 4,769

向

4,769 4,769

上

4,769

0 4,53

の

9 5,529 4,89

可

1 4,891 4,89

能

1 4,891

● ○ ○ ○

性

○ ○ ○

外国籍市民相互

低

や外国籍市民と自治会

そ

等の地域住民とが相互

の

に理解し合うため、ネ

他

ットワーク化の連携役

事

となるコーディネータ

業

の育成や情報交換会、

の

交流会、研修会等を継

目

続的に実施する必要が

的

あります。

外国籍市民

､

、市民、自治会等多方

対

面からの理解と協力が

象

必要となることから、

､

事業の成果が得られる

内

ために継続的な事業を

容

展開
していきます。

ネ

分

ットワーク化の浸透に

高

は、相当の時間を要す

受

るものと
思われますが

益

、外国籍市民同士及び

者

市民と外国籍市民と
の

負

連携は相互理解の点か

担

らも有効であることか

､

ら、ネッ
トワークづく

補

り事業を継続して進め

助

ていく必要があると
考

額

えます。

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市内在住の外国籍市民

出

が増加する中で、外国

総

籍市民同士
●■ 及び市

合

民と外国籍市民との連

評

携は今後不可欠なもの

価

であ

■ り、必要性は高

市

いです。 ○
□
□ 情報交

民

換会や交流会等を継続

ニ

的に開催していくこと

ー

によ
●□ り、外国籍市

ズ

民、市民、自治会等相

高

互の理解を深め、協

■

事

力し合う地域づくりを

業

進めていきます。 ○
□

目

■ 外国籍市民が日本語

的

を十分理解できなかっ

の

たり、生活習
●

□ 慣の

達

違いがあったりと、地

成

域や市民とのコミュニ

状

ケーシ
○

□ ョンがうま

況

くできないことがある

必

ため、情報伝達手段の

要

○
■ 形成としてネット

性

ワーク作りが妥当であ

市

ります。

□ 市がコーデ

の

ィネートを主に担当し

関

、市民及び外国籍市民

与

●
□ の自主性を尊重し

の

、協働により事業活動

必

を進めます。
○

□
○

■

要

ネットワーク化には外

性

国籍市民相互や外国籍

低

市民と自治会などとの

事

連携役となるコーディ

そ

ネータが必要となるこ

の

とから、順次育
成して

他

いきます。また、情報

上

交換会や地域との交流
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

ネットワーク化に向けて外国籍市民 ネットワーク化に向けて外国籍市民
や市民ボランティアとの情報交換会 や市民ボランティアとの情報交換会
や交流会を開催し、ネットワーク化 や交流会を開催し、ネットワーク化
への理解が得られた。 への理解が得られました。

ネットワーク化には外国籍市民相互 ネットワーク化には外国籍市民相互
や外国籍市民と自治会などとの連携 や外国籍市民と自治会などとの連携
役となるコーディネー

５

タが必要とな 役となる

.

コーディネータが必要

事

とな
ることから、順次

業

育成していく。ま るこ

展

とから、順次育成して

開

いきます
た、情報交換

の

会や地域との交流会な

経

。また、情報交換会や

緯

地域との交流
ども開催

平

していくが、連携を高

成

めて 会なども開催して

1

いくが、連携を高
いく

8

には、外国籍市民や自

年

治会員等 めていくには

度

、外国籍市民や自治会

事

の地域住民の理解と協

業

力が必要であ 員等の地

分

域住民の理解と協力が

平

必要
る。 です。

－ 現状

成

の規模で継続 現状の規

1

模で継続

外国籍市民、

9

市民、自治会等多方面

年

外国籍市民、市民、自

度

治会等多方面
からの理

事

解と協力が必要となる

業

こと からの理解と協力

分

が必要となること
から

平

、事業の成果が得られ

成

るために から、事業の

2

成果が得られるために

0

継続的な事業を展開し

年

ていく。 継続的な事業

度

を展開していきます。

事

－ 実施計画事業／行政

業

改革事業 実施計画事業

分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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